


日頃より、アニコム ホールディングスをお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

当社の経営方針・事業概況・財務状況などについて皆様にご理解いただきたく、

「アニコム ホールディングスの現状 2013」を発行いたしました。

本誌が、当社をご理解いただく一助として、皆様のお役に立てれば幸いに存じます。

※ 本誌は「保険業法第271条の25」及び「同施行規則第210条の10の2」に基づいて作成したディスクロージャー誌（保険持株会社に係る

業務及び財産の状況に関する説明書類）です。

■ アニコムグループ経営理念

アニコムグループは、それぞれの命が持つ個性の違いを互いに尊重しあい、
分業協力することで、世界中に「ありがとう」を拡大します。

アニコムグループでは、社名に掲げた
「ani（命）＋communication（相互理解）＝∞（無限大）」を企業活動の根源にすえています。

命あるものがお互いに理解し、ともに一つの目的に向かって力を合わせることで、
これまで不可能と思われていたことが可能になると考えているからです。

私たちはペット保険事業を柱にこの無限大の価値創造力を活かし、「ありがとう」を拡大します。

■ アニコムグループ経営方針

■アニコムグループは、オープンで、
　「対話のできる法人」を目指します。

組織が大きくなるにつれて、ステークホルダー
の皆様の声は、法人に届きにくくなりがちです。
アニコムグループでは、ステークホルダーの皆
様から「見える」「話せる」と実感していただ
ける「対話のできる法人グループ」を目指して
オープン・マネジメントを推進していきます。

■ アニコムグループは、常にお客様の視点　
　に立って、新しい価値の創造に努めます。

アニコムグループは、常にお客様の視点に立ち、
お客様の求めるサービスを創り出す、マーケッ
トアウト（お客様の真のニーズにお応えするこ
と）を意識することで、常に柔軟な経営を徹底
し、お客様の願いを実現するとともに、新しい
価値を創造することに努めます。

■ アニコムグループは、個々に与えられた役割
（ロール）を最高に演じる（プレイング）こ
とで、個人と組織の飛躍的成長を促進します。

アニコムグループは、個々と組織の役割を明確
にし、その役割を役者のごとく最高に演じるこ
とで、何事にも果敢に挑戦し続け、常に新たな
スキルを吸収し、飛躍的な成長を促進させる経
営を実践します。

ani+com=anicom

1オープン・マネジメント 2マーケットアウト・マネジメント 3ロールプレイング・マネジメント
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の「『命』と『命』がお互いに理解し、協力しあう」

という企業理念に合致することから、 アニコムグルー

プロゴをはじめ、アニコム ホールディングス、アニ

コム フロンティアのロゴとして使用し、アニコム パ

フェではモチーフとして利用しています。「CO」ロゴ

には、 「命」をイメージする植物の芽の色、アニコム
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現状

トップメッセージ

　アニコムグループは、保険持株会社グループとして事業運営を開始してから、おかげさまで5周年を迎えました。

中核子会社のアニコム損害保険株式会社は、ペット保険という新たな市場の創造に挑戦しており、道のりを共にいた

します対応動物病院様は2013年3月末で5,349病院、代理店様の店舗数は4,752店舗に拡大し、保有契約数は44万件

を超えるまでに成長しております。

　動物病院向けシステムの開発・販売を中核事業とするアニコム パフェ株式会社では、動物病院内の業務を全て電子

化する統合的システムや、病院間での情報共有を可能にするネットワーク版の開発など、動物病院様のニーズを捉え

た製品開発・販売に取り組んでいます。アニコム フロンティア株式会社においては、保険代理店として、主に動物病

院様やペットショップの経営者様向けに各種保険のご提案を行うなど、グループ一丸となって、ペット市場の活性化

と、ペットと暮らす皆さまの安心と笑顔につながるサービスを提供しております。

　これからのアニコムグループは、家族の一員であるペットのケガや病気を予防し、いつまでも健康に暮らせるよう

に、予防に資する情報や商品・サービスを提供することで、涙を減らして笑顔を生み出す「予防推進型の保険会社グルー

プ」として、新たな市場と価値を創造したいと考えております。

　予防に向けた取り組みとして、毎年発刊する『家庭どうぶつ白書』は、アニコム独自の疫学データとして、予防

啓発や学術研究などさまざまなシーンでご活用いただけるようになりました。そして、昨年度から取り組んでいる

「STOP誤飲プロジェクト」では、ご契約者向けに講習会を実施し、誤飲事故の診療に詳しい獣医師や行動学の専門

家にもご登壇いただき、知っておきたい誤飲事故の現況、誤飲事故を防ぐ暮らし方など、ご契約者の皆さまと共に予

防知識を蓄積しています。また、チョコレートの誤飲事故が多いバレンタインデーにターゲットを絞り、注意を促す

啓発活動を行ったところ、前年度の同時期よりも誤飲事故の発生が減少しました。これは、保険金請求データを分析

して、発生原因を突き止め、的確に情報を発信することで事故を予防することができた好例といえます。

　個性あふれる多様な人財から生まれる豊かな思いや発想を大切にし、予防推進型の保険会社グループを目指したさ

まざまな施策に取り組みながら、社会に新たな価値を提供できる人と組織つくり

を目指してまいります。

　今後とも、より一層のご支援・ご愛顧を賜りますよう、心よりお願い申し上げ

ます。

2013年7月

アニコム ホールディングス株式会社
代表取締役社長

小 森 伸 昭
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現　

状

　アニコムグループは、「涙を減らし、笑顔を生みだす保険会社グループ」を目指すことをコーポレートビジョンに掲げ、
家族の一員であるペットにも安心して医療を受けることができる環境を整え、ケガや病気の涙を「予防」そして「笑顔」
につなげ、すべてのどうぶつの幸せと、安心を創造することを目指しております。このビジョンに向けて、以下の取り組
みを推進しております。

■『家庭どうぶつ白書2012』の発刊
　アニコムグループは、2012年11月に『家庭どうぶつ白書2012』を発刊いたしました。主に、アニ
コム損保における保険金請求データを分析した疾患統計や、ご契約者からいただいたアンケート調査
の結果、どうぶつ医療体制に関する考察など、家庭どうぶつに関わる多様なデータ・情報を集約して
います。2012年度版における新しい取り組みとしては、犬・猫の寿命や、賠償責任特約の支払い状況
を基にした事故分析、他犬種と比較した際の各犬種における疾患別リスク、都道府県別の罹患率など
を新規に掲載しています。これらのデータは、国内において独自の疫学データとして、予防啓発、学
術研究などさまざまなシーンでご活用いただけるようになりました。なお、当社ホームページ（http://
www.anicom-page.com/hakusho/book/）においても、デジタルブック形式の見やすい方法で提供しておりますので、
ぜひご覧いただきたいと思います。今後も、家庭どうぶつを取り巻く環境の改善、そして疾患・事故の予防に向けて、精
緻な分析と情報発信を進めてまいります。

■STOP誤飲プロジェクトの推進
　アニコムグループは、どうぶつが本来食べるべきではない“もの”を誤って飲み込んで
しまう誤飲事故を予防する「STOP誤飲プロジェクト」を推進しています。当年度は
この活動の一環として、ご契約者を対象とした「家族みんなでSTOP誤飲セミナー」を、
東京および横浜にて開催いたしました。誤飲事故の診療に詳しい獣医師や動物行動学
の専門家にもご登壇いただき、知っておきたい誤飲事故の現況、誤飲事故を防ぐ暮ら
し方など、幅広い予防知識の提供を行いました。また、「STOP誤飲新聞」を季刊で発
行し、当社グループのホームページやペットショップを通じて、誤飲事故の防止に有
効な情報の提供を行っています。今後も引き続き、当プロジェクトを推進するとともに、5月から急増する熱中症や、夏
場に多い皮膚病、賠償責任事故や骨折等に活動範囲を広げ、ケガ・病気の予防に資する活動を展開してまいります。

■予防講習会の定期開催
　アニコムグループは、役職員を対象とした「予防講習会」を毎月開催しております。
講師には、主に社外の専門家の方々を招き、最先端の動物医療、予防、ペット業界等
に関することを学ぶ場としています。当年度は、「犬の心臓治療の新たな展開」「犬の
問題行動と行動遺伝学的研究」「犬伝染性気管気管支炎（ケンネル・コフ）について」
等をテーマに開催いたしました。予防を推進する立場にある当社グループの役職員が、
幅広い知識を習得し、予防施策の立案・実行に役立てる機会として、今後も開催を継
続します。また、ご契約者向けには「家族みんなでSTOP誤飲セミナー」を開催しており、
予防講習会を通じて蓄積した知識を飼い主の皆さまにも広くお伝えできるように、気軽にご参加いただけるセミナーを今
後も提供してまいります。

「涙を減らし、笑顔を生みだす保険会社グループ」を目指して
～涙を笑顔に、保険を変える～

現状
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現状

トピックス

■ペットに関するポータルサイト“みんなの「どうぶつ親子手帳」”をスタート
　アニコムグループ各社が提供する情報・サービスを、ワンストップで飼い主様に提供するグループ・ポータルサイトと
して“みんなの「どうぶつ親子手帳」”をスタートいたしました。主なコンテンツとしては、「みんなの闘病日記」「みんな
のアンケート」「どうぶつ相談室（ペットのケガや病気、しつけに関する情報の提供）」「動物病院の検索サービス」「優良ペッ
ト霊園の検索サービス」「家庭どうぶつ白書」など、ご好評いただいている情報やサービスを集約しています。中核コン
テンツとなる「みんなの闘病日記」では、ケガや疾病、品種ごとに、闘病日記の検索が可能となっており、初めて疾病に
気付いた時の状態や、他の飼い主がどのような診療を行っ
たのか、また、予防・再発防止に向けて取り組んでいるこ
となどを、飼い主みんなで共有できるようになりました。
こうしたSNS（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）
を提供することで、飼い主さまの貴重な情報を共有し、早
期発見・早期治療、再発の防止に役立ててまいります。

■契約者専用WEBサイト「マイページ」のスマホ対応
　アニコム損保は、2012年12月より、ご契約者専用WEBサイト「マイページ」を、スマートフォンか
らもご利用いただけるようにシステム対応いたしました。スマートフォン版「マイページ」では、ご契
約内容、保険金受取実績、保険金請求手続き状況、保険料払込情報の照会のほか、ご住所、電話番号、メー
ルアドレス、改姓など、ご契約情報の変更を行っていただくことができます。今後も、スマートデバイ
スへの対応を進め、利便性の高い保険サービスを提供してまいります。

■アニコムレセプターの“完全電子化対応版”をリリース
　アニコム パフェ株式会社は、同社が開発・販売する動物病院向けレセプトシステム
「アニコムレセプター」を機能拡張し、動物病院内における業務のすべてを電子化する
“完全電子化対応版”をリリースしました。これにより、紙カルテの保管が必要なくな
り、過去の診療データや経営分析、顧客情報の一元管理が簡便になるだけでなく、業
務ミスの削減が図れるなど、業務効率の向上にもつながります。さらに、近年増加し
つつある動物病院のチェーン展開に合わせて、病院間での情報共有を可能にする“ネッ
トワーク連携対応版”の試験提供を始めました。多様化する動物病院のニーズに合わせ
て、使い勝手の良いシステムを提供することで、動物病院経営の支援の強化を図って
まいります。
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■子ども参観日の開催
　アニコムグループは、役職員の約6割が女性であることから、ワーク・ライフ・バランスを積極的に推進しています。
その取り組みの一環として、働くことの意味や保険会社の社会的役割を子どもたちに伝えるため、夏休みに合わせて「こ
ども参観日」を開催しました。
　名刺交換の練習や「どうぶつ健康保険証」の発行作業を体験した子どもたちからは、「お母さんの仕事は、みんなの役
に立っていることがわかった」「保険の役割を理解できた」
などの感想が寄せられ、家族のきずなを深める機会となり
ました。今後も、子育て支援、働く女性にやさしい制度など、
女性がいきいきと働く職場作りを推進してまいります。

■獣医学系学会、獣医学系雑誌において学術発表
　アニコムグループに所属する獣医師が、日仏獣医学会、国際獣医臨床病理学会、アジア獣医師会連合大会など、国内外
の獣医学系学会に参加し、学術発表を行いました。また、獣医疫学雑誌、フェーリス（猫の臨床専門誌）、JVPA Digest（日
本動物用医薬品協会会員誌）などの獣医学系雑誌での執筆活動も行いました。種や品種ごとの疾患統計を学会において発
表し、国内外の臨床医の先生方との意見交換を行うことは、家庭どうぶつ医療における有益な疾患・予防情報の提供、基
礎及び応用分野の研究への貢献につながるものと考えており、今後も積極的に学術活動を行ってまいります。
【国際学会での発表】
日仏獣医学会 Société Franco-Japonaise des Sciences Vétérinaires 「Diseases of insured dogs in Japan」
国際獣医臨床病理学会 International Society for Animal Clinical Pathology 「Statistical Study of Tumors in 
Dogs Insured in Japan」
アジア獣医師会連合大会 The Federation of Asian Veterinary Association Conference 「A research on 
Foreign Body Ingestion in Dogs Insured in Japan」

【国内学会での発表】
動物臨床医学会年次大会、日本獣医内科学アカデミー学術大会、日本臨床獣医学フォーラム年次大会及び京都地区
大会、獣医疫学会学術集会等

■世界狂犬病デーシンポジウムの開催をサポート
　2012年9月28日に「第4回世界狂犬病デー（World Rabies Day）シンポジウム」が当社本社の地下ホール（新宿区下
落合）で開催され、アニコムグループは事務局として開催をサポートいたしました。同日は、狂犬病ワクチンの開発者で
あるパスツールの没日であることから、世界50ヶ国以上の国々で、狂犬病撲滅に向けたシンポジウムや勉強会などが開催
されています。シンポジウムには、170名以上の方々にご参加いただき、狂犬病対策を参加者全員で考えるグループワー
クや、海外旅行時の狂犬病の予防、ヒトが感染した場合の治療等に関する講習を行いま
した。世界において、毎年5万人以上の人命を奪う狂犬病について理解を深めるとともに、
日本がこれからも狂犬病のない国でありつづけるため、今後も幅広い活動を展開してま
いります。

■アドバイザリーボードの設置
　アニコム損保では、ペット保険制度運営の品質向上を図るべく、アドバイザリーボードを設置いたしました。獣医学教育・
研究、専門医療、及びその連携に尽力されている外部の獣医師などで構成されたボードメンバーから、どうぶつ医療倫理、
適正な医療及び保険医療の在り方等について、定期的にご意見・ご助言をいただき、よりよいどうぶつ保険診療を検討し
てまいります。

05



　アニコムグループは、どうぶつとの暮らしを通じて、命あるものがお互いに理解し、ともに力を合わせることで、社会的な課
題の解決を図るとともに、グループ全体の持続的成長に努めることにより、社会発展への貢献を目指しております。
　また、アニコムグループが掲げる経営理念、経営方針の実践こそがCSR（企業の社会的責任）であると考え、お客様とともに、
そして、どうぶつとの暮らしを通じて社会貢献活動に取り組んでおります。

■お客様との取り組み
　お客様とともに、人とどうぶつが安心して暮らせる社会づくりに取り組んでおります。

□迷子を減らす取り組み（迷子捜索サポート）
　大切なペットが迷子になった際のご家族の不安や涙を軽減できるよう、アニコム
グループでは迷子捜索サポートマップ（WEBサイト）上での呼びかけ、および地域
の迷子捜索隊への「迷子捜索依頼」のメール配信により、捜索のお手伝いをします。
迷子捜索についてのアドバイスやご相談も受け付けております。
　また、迷子捜索サポートサービス機能のついたストラップとして「Famica」カー
ドを販売しております。縦2.5センチ×横4センチの大きさのカードに、ご契約者名、
ペット名、ペットのお写真、ペットが迷子になった場合の連絡先等が記載されてい
ます。
　2012年度は、Famicaカードの装着や迷子捜索サポートにより、迷子になってし
まった36頭のペットが無事にご家庭のもとへと帰ることができました。

　アニコムグループは、迷子になるペットを減らすことで、殺処分されるどうぶつが少しでも減少し、人とどうぶつが安
心して暮らせる社会を作りたいと考えております。

□ペットのしつけや健康相談への取り組み
　どうぶつ相談室（しつけ・健康情報を提供するWEBサイト）にて、アニコムグルー
プに多く寄せられた、しつけやお手入れに関するご相談を中心に、解決方法や注意
点をご紹介しております。また、アニコム損保のご契約者には、獣医師やアニコム
カウンセラーが、ペットに関する子育て相談や健康相談を電話やホームページを通
じてお受けいたします。子育て相談ではペットにあわせた具体的なしつけ方や健や
かな成長のための食生活についてなど、健康相談では日常でのケアや病気の予防法
などをご案内しております。

□飼い主さまの声を社会に発信する取り組み
　アニコムグループでは、ペットの飼い主さまにご協力いただき、定期的にアンケート調査を行っております。
　その結果を、飼い主さまにフィードバックするとともに、ニュースリリースを行うことによって、飼い主さまの持つ問題
意識やどうぶつと暮らす現状を、社会に向けて幅広く発信しております。
　例えば、2012年11月に実施した「ペットのケガや事故の実態調査」では、アニコム損保ご契約者2,329名から、今まで
にペットが経験したケガや事故、その発生場所や発生した時の詳細な状況などをご回答いただき、当社において分析し、
ニュースリリースを行いました。一例として「異物誤飲事故」が発生した状況を見ますと、「家族と同じ部屋でどうぶつだ
けで遊んでいた（34.9％）」が最多である一方で「どうぶつとは違う部屋に家族がいた（22.3％）」「留守中に発生した（10.3％）」
など、単独での事故も多発しています。ケガや事故の予防には、それぞれの発生状況、場所、原因等を把握・分析した上
での対策が必要であることがわかり、より具体的な予防対策の提案にもつながります。こうしたニュースリリースは、取り
上げていただいた新聞・雑誌等のメディアを通じて社会に届き、ペットを飼う人はもちろん、これから飼おうとする方々

現状

CSR（企業の社会的責任）の取り組み
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にも、どうぶつと安心して暮らせる家庭環境を考えるきっかけをご提
供しております。その他、「ペットが守る“わが家のリスク”についての
意識調査」「ペットにかける年間支出調査」「ペットの夜間救急で通院
経験」など、飼い主さまの声を社会に継続して発信しております。

■地域・社会・環境への取り組み
　人とどうぶつとの暮らしを通じて、地域・社会への貢献、そして環境保護に取り組んでおります。

□Life Sippo Projectへの協賛
　アニコムグループは、朝日新聞社が「すべての人とペットが幸
せに暮らせる社会をめざしたい」との理念をもとに立ち上げた
「Life Sippo Project（ライフ・シッポ・ブロジェクト）」に協賛
しています。当年度は、子どもたちに動物の命を見つめることで
思いやりの心をはぐくんでほしいという思いのもと「動物とくら
す幸せ　絵画・作文コンテスト」を開催しました。コンテストには、
絵画部門1,395点、作文部門380点、合計1,775点の応募があり、
入賞8作品と佳作10作品が選ばれました。今後も、同プロジェク
トへの協賛を通じて、ペットと暮らすことのすばらしさを広く伝えるとともに、ペットをとりまく環境の様々な問題点を見
つめ、現状を変えるためにできることを考え、取り組んでまいります。

□災害救助犬の育成への協賛
　アニコムグループは、社団法人ジャパンケネルクラブ
（JKC）が行っている災害救助犬（地震などによる家屋倒
壊現場で被災者を捜索する地震救助犬）の育成活動に協賛
しています。全国24か所の訓練所で約2年間の訓練を受け、
認定試験に合格した犬だけがJKC災害救助犬として認定
を受けることができ、認定犬の作業能力と訓練状況を確認
するため、毎年9月には認定犬のみが出場できる競技大会が開催されています。2012年の競技会は46頭が参加し、服従や
捜索の技能を競いました。また、2012年はのべ98頭が全国44ヶ所の防災訓練や各種イベントへ参加し、災害救助犬の実演
を披露しています。2012年4月現在、出動が可能な認定犬は213頭となっております。

□資源を大切に考える取り組み
　アニコムグループ各社が発行する主要な印刷物の裏面には、右図のような「単価マーク」と「実
際の単価（単位：円）」を記載しております。印刷物一部あたりのコストを明示することにより、
地球にかかるコストを知っていただき、地球資源について考えるきっかけにするためのマーク
です。

5.43

07



08 Anicom Holdings, Inc. 2013



現　

状経営についてⅠ
  1. アニコムグループの概要 ……………………………10

  2. 業績サマリー …………………………………………12

  3. 2012年度の事業概況 …………………………………13

  4. 内部統制システムの構築 ……………………………15

  5. グループの経営管理 …………………………………17

  6. コンプライアンスの推進 ……………………………19

  7. 反社会的勢力の排除 …………………………………21

  8. 利益相反取引の管理 …………………………………22

  9. 情報の開示 ……………………………………………23

10. 個人情報の保護 ………………………………………24

09



〈ペット保険〉
飼い主さまが気軽に動物病
院へ足を運び、ペットのケガ
や病気の早期発見・早期治
療を行っていただけるよう、
ペット保険の普及に努めて
います。アニコム損保のペッ
ト保険は、対応動物病院の窓口での診療費お支払い時に、保
険金のご請求と受領手続きをその場で行える「窓口精算シス
テム」により、人の健康保険のように身近な保険としてご利
用いただけます。

子会社の概要（2013年3月31日現在）

■アニコム損害保険株式会社の概要

アニコム ホールディングス株式会社の概要
（2013年3月31日現在）

　アニコム ホールディングス株式会社は、保険業法第
271条の18に基づく保険持株会社であり、アニコム損
害保険株式会社を中核とした、グループ全体の経営戦
略・経営計画の立案をはじめ、子会社の経営管理を担っ
ています。各社の付加価値創出力を極限まで高めるこ
とで、グループ全体の無限大の価値創造を具現化する
ことを目指しています。

日本で初めてのペット保険専門の保険会社として、その普
及拡大を進め、家族の一員であるペットがケガや病気をし
たことによって飼い主の皆様が流す『涙』を減らし、『笑顔』
を生み出す保険会社を目指しています。

社名
（英文社名）
設立年月日

開業日
本社所在地

電話番号
資本金
株主

事業内容

社名
（英文社名）
設立年月日

本社所在地

電話番号
資本金
大株主
事業内容

アニコム損害保険株式会社
（Anicom Insurance, Inc.）
2006年1月26日
（アニコム インシュアランス
プランニング株式会社として設立）
2008年1月10日
〒161-8546
東京都新宿区下落合1-5-22
アリミノビル2階
03-5348-3777
4,700百万円
アニコム ホールディングス株式会社
（100％）
損害保険業

アニコム ホールディングス株式会社
（Anicom Holdings, Inc.）
2000年7月5日
（株式会社ビーエスピーとして設立）
〒161-0033
東京都新宿区下落合1-5-22
アリミノビル2階
03-5348-3911
4,238百万円
29ページをご参照ください。
子会社の経営管理

アニコムグループの概要1
　経営についてⅠ
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〈生命保険募集、損害保険代理業〉
お客様との対話を通じて、一
人ひとりのニーズにあわせた
保険のご提供を目指していま
す。各種の保険をご用意し、
お客様の「あんしん」をサポー
トしてまいります。

〈動物病院支援事業〉
患者情報から会計管理まで、
病院業務全般をサポートする
動物病院向けカルテ管理シス
テム「アニコムレセプター」
の開発・販売や、動物看護師
向け研修サービス等、動物病
院経営を支援する各種サービ
スを展開しています。

■アニコム フロンティア株式会社の概要 ■アニコム パフェ株式会社の概要

社名
（英文社名）
設立年月日
本社所在地

電話番号
資本金
株主

事業内容

アニコム フロンティア株式会社
（Anicom Frontier, Inc.）
2005年2月25日
〒161-0033
東京都新宿区下落合1-5-22
アリミノビル2階
03-6863-0057
10百万円
アニコム ホールディングス株式会社
（100％）
生命保険募集、損害保険代理業

各種保険商品の提供を通じて、どうぶつと人が笑顔で生活
できる環境づくりに貢献します。

社名
（英文社名）
設立年月日
本社所在地

電話番号
資本金
株主

事業内容

アニコム パフェ株式会社
（Anicom Pafe, Inc.）
2004年12月24日
〒161-0033
東京都新宿区下落合1-5-22
アリミノビル2階
03-5348-3795
10百万円
アニコム ホールディングス株式会社
（100％）
動物病院支援事業

動物病院の支援事業を通じて、ペットの飼い主さまと動物
病院とのコミュニケーションを促進し、「どうぶつと人の、
笑顔と感謝いっぱいの健康生活」を応援しています。

11



■2012年度業績の概要
■ 当社グループの2012年度連結決算の経常収益は16,186百万円、経常費用は15,348百万円、経常利益は837百万円（前連結
会計年度比148.3％増）、当期純利益は640百万円（同37.7％増）となりました。

■ 損害保険事業（ペット保険）においては、アニコム損保の経常収益は16,044百万円、経常費用は15,370百万円、保険引受利
益は693百万円、経常利益は673百万円、当期純利益は531百万円となりました。

（1）損益の状況（連結） （単位：百万円）

2011年度 2012年度
増　減

金額 百分比（%） 金額 百分比（%）
経常収益 13,845 100.0 16,186 100.0 2,340
　保険引受収益 13,592 98.2 15,781 97.5 2,189
　資産運用収益 108 0.8 260 1.6 152
　その他経常収益 144 1.0 143 0.9 △0
経常費用 13,508 97.6 15,348 94.8 1,840
　保険引受費用 9,797 70.8 11,450 70.7 1,653
　資産運用費用 31 0.2 0 0.0 △30
　営業費及び一般管理費 3,392 24.5 3,632 22.4 240
　その他経常費用 287 2.1 264 1.6 △23
経常利益 337 2.4 837 5.2 500
特別利益 1 0.0 ― ― △1
特別損失 7 0.1 2 0.0 △5
当期純利益 465 3.4 640 4.0 175
包括利益 450 ― 646 4.0 196

（2）資産・負債・資本等の状況（連結） （単位：百万円）

2011年度 2012年度 増　減
資産 15,355 16,872 1,517
負債 8,283 9,067 783
純資産 7,071 7,805 734
負債及び純資産合計 15,355 16,872 1,517

（3）損害保険事業における主要指標の状況 （単位：百万円）

アニコム損害保険株式会社

2011年度 2012年度

収益性

当期純利益 265 531
経常利益 150 673
正味損害率 57.3% 63.7%
正味事業費率 30.9% 28.5%
コンバインド・レシオ 88.2% 92.2%
収支残率 11.8% 7.8%
保険引受利益 378 693

健全性
自己資本 5,511 6,048
単体ソルベンシー・マージン比率 307.2% 281.3%

成長性 正味収入保険料増収率 25.2% 16.1%

規模
正味収入保険料 13,592 15,781
元受正味保険料 13,592 15,781

（注）1.  正味損害率＝（正味支払保険金+損害調査費）÷正味収入保険料
2.  正味事業費率＝（諸手数料及び集金費+保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
3.  コンバインド・レシオ＝正味損害率+正味事業費率
4.  収支残率＝100%－コンバインド・レシオ
5.  単体ソルベンシー・マージン比率
　  巨大災害の発生や、保有資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超えて発生しうる危険に対する、資本金・準備金等の支払余力の割合を示す指
標です。行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用されており、この数値が200%以上であれば「保険金等の支
払能力の充実の状況が適当である」とされています。

　  単体ソルベンシー・マージン比率は、リスク計測の厳格化等を図るため、2011年度（2012年3月31日）から算出にかかる法令等が改正されています。
6.  正味収入保険料：元受及び受再契約の収入保険料から出再契約の支払再保険料を控除したもの
7.  元受正味保険料：元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除したもの

2
　経営についてⅠ

業績サマリー
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2012年度の事業概況3
　経営についてⅠ

　当連結会計年度のわが国経済は、東日本大震災からの復興を促進する公共投資の増加などにより、緩やかながらも着実に業
績を回復しつつありましたが、欧州経済の不振や長引く円高等により、国内経済には先行き不透明感が広がっておりました。
その後12月に誕生した新政権の打ち出した成長戦略から、大幅な金融緩和が期待され、為替は急速に円安へと進み、株価も幅
広く急上昇し、輸出関連産業の業績回復が見込まれるなど、国内経済の先行きには期待感が見え始めました。
　このような状況のなか、当社グループの中核子会社であるアニコム損害保険株式会社は、期首に掲げた重点施策である「新
規契約獲得基盤の拡充」「損害率コントロールの強化」「業務効率向上による経費圧縮」に注力してまいりました。新規契約獲
得基盤の拡充につきましては、ペット保険募集の主力チャネルとなるペットショップ代理店の新規取扱い店舗の開拓に取り組み、
上期においては募集コンプライアンス強化に向けた施策の影響により獲得力の弱まりがあったものの、第4四半期からは有力な
代理店が加わったこともあり、安定した新規契約の獲得につながりました。一方で、既にペットを飼われている方々からの加
入を促進すべく、地方銀行・信用金庫等の金融機関代理店や生活協同組合、カーディーラー、職域代理店等のさらなる拡充を
図るなど、募集チャネルの拡大と募集力の強化に努めました。特に大手企業の職域代理店（従業員向け団体募集）の拡充が進
んだことにより、職場でのアプローチも可能となり、ふだんの生活の中でペット保険を知り、加入を考える機会は確実に増加
しております。損害率コントロールの強化といたしましては、チャネル毎の損害率管理、アンダーライティングの強化、直接
販売チャネル（オンライン加入）における引受条件の見直し、対応医療機関との関係強化などに取り組み、また補償割合90％
商品の引受停止の効果も加わり、損害率を適切にコントロールする組織機能の強化につながっております。業務効率向上によ
る経費圧縮につきましては、すべてのネットワークを電子化するとのコンセプトのもと、ご契約者専用のWEBサイト（マイペー
ジ）における機能の拡張や、スマートフォン対応など、効率的な業務につながる施策に取り組みました。これらの結果として、
当年度末の保有契約数は446,414件（前連結会計年度末から50,180件の増加・同12.7％増）となりました。
　そのほか、動物病院向けレセプトシステムの開発・販売等を主力商品とするアニコム パフェ株式会社においては、動物病院
内の業務をすべて電子化する統合的システムや、近年増加しつつある複数店舗の展開に合わせて、病院間での情報共有を可能
にするネットワーク・システムなど、動物病院のニーズを捉えた製品開発・販売に取り組みました。
　また、保険代理店業を主な事業とするアニコム フロンティア株式会社では、主に動物病院及びペットショップの経営者向け
に事業者賠償責任保険をはじめとする各種保険のご提案を促進するなど、新規契約の拡大に努めました。
　以上の施策を行った結果、当連結会計年度の業績は、保険引受収益15,781百万円と資産運用収益260百万円等を合計した経
常収益が16,186百万円（前連結会計年度比16.9%増）、保険引受費用11,450百万円（同16.9%増）と営業費及び一般管理費3,632
百万円（同7.1%増）等を合計した経常費用が15,348百万円（同13.6％増）となりました。なお、保険引受費用増加の主な要
因は平成22年10月から実施した補償範囲の拡大にともなう正味支払保険金等の増加であります。この結果、経常利益は837
百万円（同148.3％増）、当期純利益は640百万円（同37.7％増）となりました。
　各セグメントの業績は下記のとおりであります。
　
■損害保険事業
　アニコム損害保険株式会社では、ペットショップ代理店チャネル、一般代理店チャネル等の募集代理店網のさらなる拡充を
図ることで募集力を強化するとともに募集コンプライアンスの強化も進めております。この結果、保有契約件数の増加により
正味収入保険料が増加し、経常収益は16,044百万円（前連結会計年度比17.1％増）となりました。その一方で保険引受費用に
ついても増加したことから、経常費用は15,224百万円（同13.7％増）となり、経常利益は673百万円（同349.0％増）となり
ました。
　
■その他の事業
①　動物病院支援事業
　 　動物病院向けのレセプトシステム（商品名：アニコムレセプター）の開発と販売、保守を手がけるアニコム パフェ株式会
社においては、主に新規開業する動物病院をターゲットとして、各種学会やイベント等にて営業活動を行いました。その結果、
当事業の経常収益は110百万円（前連結会計年度比28.4％増）となりました。

　
②　保険代理店事業
　 　アニコム フロンティア株式会社において、保険代理店として、企業が保有する物件（工場・ビル・支店・営業所等）の契
約獲得や動物病院の経営者への営業活動に注力しておりますが、保有契約の減少により、当事業の経常収益は13百万円（前
連結会計年度比18.9％減）となりました。

　
③　その他事業
　 　当事業に含まれるアニコム パフェ株式会社での「歯みがき教室」等の予防・啓発活動の取り組みなどにより、経常収益は

18百万円（前連結会計年度比55.1％減）となりました。

■対処すべき課題
　当社グループは、創業以来、わが国におけるペット保険市場の創造に努めてまいりましたが、ペット保険の先進国である英
国等と比較すると、認知度・契約割合は依然として低く、成長途上の市場であります。人間の健康保険制度が社会的なインフ
ラとして確立されているわが国において、診療費から保険金相当額を差し引いて支払い手続きが完結する当社グループのペッ
ト保険が、いわば、どうぶつの健康保険制度として社会に広く認知・活用されるよう、今後とも取り組んでまいる所存です。
そのため、対処すべき課題として以下を認識しております。
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　経営についてⅠ

（1）ペット保険代理店網の拡充
　　 　ペットの販売と同時に保険募集を行うことができるペットショップ代理店網のさらなる拡充を図るほか、既にペットを

飼われている方々からの加入を促進すべく、新たなチャネルの開拓と確立が必要であると認識しており、地方銀行、信用
金庫を中心としたエリア特化の金融機関代理店網の拡充や、保険販売力のあるカーディーラー代理店の開拓、企業内保険
代理店との提携による職域への展開、他の生損保会社との業務提携を視野に入れた大規模な販売チャネルの拡充等に取り
組んでまいります。　

　
（2）代理店における業務品質の向上
　　 　ペットショップ代理店においては、商品内容をより深く理解するための商品研究会や、保険募集人の保険販売スキルを

強化することを目的とした販売講習会等を実施し、業務品質の向上を図ってまいります。一般代理店においては、ペット
保険の必要性をわかりやすく説明するセールス・トークの強化や、補償内容やメリット、保険金請求方法の説明が行いや
すい商品パンフレットの提供等を通じて、契約者に対する適正な情報提供に努めつつ、契約募集力の強化につなげる所存
であります。　

　
（3）ペット保険の認知度向上
　　 　ペット保険の認知度は、年々向上しつつあると認識しておりますが、その具体的な補償内容や、必要性・利便性等は十

分に認知されておりません。幅広くペット保険を知って頂くために、契約者へのアンケート結果を基にした「ニュースリ
リース」の定期的な配信や、保険金支払い実績やペットにかかわる様々なデータをまとめた『家庭どうぶつ白書』を毎年
発刊するなど、積極的な当社グループの広報活動やイベントの企画・協賛を行い、ペット保険の認知度を向上させる施策
を引続き実行してまいります。

　　
（4）業務効率の継続的改善
　　 　ペット保険は、他の損害保険と比べて保険金請求頻度が高いため、請求内容の調査と保険金支払いに係る業務効率の向

上が必須であると認識しており、業務システムの不断の改善と業務担当者への教育・研修による効率化を進めております。
また契約者自身がパソコンやスマートフォンを使用して契約情報等を入力する「ご契約者個人専用WEBサイト（マイペー
ジ）」の機能の拡充等を通じて、業務効率の継続的改善を推進してまいります。

　　　
（5）既存契約の継続率の維持・向上
　　 　ご契約者の満足度向上を目的として、健康・しつけ相談サービスの無償提供や、ペットの闘病経験を投稿して、飼い主

みんなで共有を図るコミュニケーションサイト（みんなの闘病日記）等を運営しております。また、契約どうぶつのお誕
生日には個別に「バースデーカード」を飼い主家族に送るなど、ONE to ONEサービスを徹底して行うことにより、高
い継続率の維持・さらなる向上に取り組みます。

　
（6）財務基盤の強化
　　 　事業拡大に伴い、アニコム損害保険株式会社の適切なソルベンシー・マージンを確保すべく、資本の充実が求められます。

保険契約の増加に伴い、ソルベンシー・マージン比率算出における保険リスクも増加することから、事業拡大期においては、
ソルベンシー・マージン比率は伸び悩む傾向になることも考えられます。平成22年3月及び平成24年3月に、アニコム損
害保険株式会社の増資を実施しておりますが、今後とも適宜、財務基盤の強化を図る所存です。

（7）ペット関連ビジネス市場における新規事業の立ち上げ
　　 　当社グループはペット保険単種目の収益に大きく依存しております。集中化・差別化戦略の徹底が求められる一方で、

市場の変化、法改正等の外部環境の変化による影響を受けることも想定されるため、事業分野の拡充を具現化し、新たな
収益源の確保が課題であると認識しております。これらの状況に対応するため、動物病院支援事業の拡大を図るとともに、
ペットの高齢化を背景に「葬送・メモリアルサービス」を充実させるなど、ペット保険とのシナジーを発揮できる事業の
さらなる強化に取り組んでまいります。

　　　
（8）経常利益及び当期純利益の拡大
　　 　当社グループにおいては、中核事業である損害保険事業（ペット保険）における収益基盤を強化することにより、連結ベー

スでの経常利益及び当期純利益の着実な増加が課題であると認識しております。そのために、同事業における営業活動を
強化して収入保険料の拡大を図る一方、継続的に経費構造を見直すことで、利益の拡大に向けて取り組みます。なお、当
社単体の利益剰余金については、アニコム損害保険株式会社をはじめとした事業子会社からの受取配当金等により早期に
マイナスを解消すべく、子会社の指導・支援に取り組んでまいります。

　
（9）保険商品の補償範囲拡大と収益構造の変化への対応
　　 　顧客ニーズを反映させたペット保険商品の提供を通じて、市場拡大のスピードを加速させるべく、2010年10月からペッ

ト保険商品の補償範囲の拡大を行いました。これにより、新規契約の増加、継続率の改善及び保険料単価の上昇が促進さ
れましたが、一方で損害率の上昇が見られたため、収入保険料の増加に伴う固定費率の縮減、業務効率の向上による事業
費率の縮減に努め、収益構造の改善を図ってまいります。なお、商品改定により販売を開始した支払割合90％プランにつ
きましては、保険始期日が2012年8月1日以降の契約から取扱いを停止しており、2013年7月末で当該プランの保有契約
は無くなります。

2012年度の事業概況
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内部統制システムの構築4
　経営についてⅠ

　当社は、会社法及び会社法施行規則に定める、株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備について、以下の「内
部統制システム基本方針」を取締役会において決議し、本方針に従って内部統制システムを適切に構築・運用します。

内部統制システム基本方針

1. 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款等に適合することを確保するための体制
　（1） 当社は、グループの取締役及び使用人（以下、役職員という）が遵守すべき基準として「グループ 倫理規範」

を定め、日常活動における判断・行動に際しては、コンプライアンスを最優先するよう周知徹底を図る。
　（2） 当社は、グループの法令等遵守の徹底を図るため、「グループコンプライアンス基本方針」、「グループコ

ンプライアンスマニュアル」等を制定し、以下のとおり、事業活動においてコンプライアンスを基本と
する姿勢をグループの全役職員に対して周知徹底するとともに、体制の強化に努める。

　　　① 当社は、定期的に開催する「グループコンプライアンス・リスク管理委員会」において「グループコ
ンプライアンス基本方針」の遵守状況等を把握・チェックし、その結果を取締役会に報告する。また、「コ
ンプライアンス・プログラム」を毎期策定し、その実行を通じ、コンプライアンス遵守態勢の充実を図る。

　　　② 当社は、グループの役職員がコンプライアンス上の疑義を発見した場合には、職制を通じた報告ルー
ト以外に、グループ社内外のホットライン（内部通報制度）を活用できる体制を整備する。

　（3） 当社は、「グループ顧客保護等管理方針」を定め、お客様の資産や情報及び正当な権利を保護する体制を
整備する。

　（4） 当社は、「グループ情報セキュリティ管理基本方針」を定め、情報資産の保護・管理を徹底する情報セキュ
リティ管理体制を整備する。

　（5） 当社は、グループの「反社会的勢力対応の基本方針」を定め、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反
社会的勢力との関係を遮断することに努め、公共の信頼を維持し健全な企業経営を実現するための対応
態勢を整備する。

　（6） 当社は、被監査部門から独立した内部監査部門を設置し、「グループ内部監査基本方針」を定め、当社及
びグループ各社におけるコンプライアンス・リスク管理態勢をはじめ、内部管理態勢の適切性、有効性
を監査する体制を整備する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
  　当社は、「グループ情報セキュリティ管理基本方針」及び「文書管理規程」の中で、取締役の職務執行に係る
情報をはじめ各種の情報、文書、議事録等の取扱いルールを定め、これらを適切に保存・管理する体制を整備する。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　（1） 当社は、グループの事業運営上のリスク管理について、「グループリスク管理方針」及び「グループ統合

的リスク管理方針」を定め、以下のとおりリスク管理態勢を整備する。
　　　①リスク管理の統括部署として、コンプライアンス・リスク管理部を設置する。
　　　② 定期的に開催する「グループコンプライアンス・リスク管理委員会」において、態勢整備の進捗状況

や有効性について検討し、その結果を取締役会に報告する。
　　　③ リスク管理にあたっては、リスクカテゴリーごとに分類して、特定・評価・制御・緊急事態対応プラ

ンの策定及びモニタリング・報告のプロセスを構築する。
　（2） 当社は、「グループ危機管理方針」を定め、緊急事態に際してグループ各社が被る損害を極小化し、迅速

に通常業務へ復旧するための危機管理体制を整備する。

15



4
　経営についてⅠ

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　（1） 取締役会は、「取締役会規則」及び「職務責任権限規程」を定め、重要事項の決定基準、取締役の職務分掌、

権限範囲等を明らかにするとともに、効率的に業務が遂行されるように組織機構を整備する。
　（2） 取締役会は、グループ中期経営計画及び年度計画を策定し、取締役は達成状況の確認を通じて所管業務

の執行につき多面的な分析・施策の検討を行い、取締役会等に報告する。
　（3） 取締役による経営会議を設置し、グループ経営に係る意思決定に関する協議の充実と業務執行の効率化

を図るほか、グループ各社の常勤取締役及び執行役員から業務報告を求める。

5. 財務報告の適正性を確保するための体制
  　当社は、財務報告に係る内部統制の整備・運用・評価に関する基本的事項を定めた「グループ内部統制基本
方針」に基づき、財務報告の適正性を確保するための体制、その他法令等に定める情報開示について適切な開
示が行われるための体制を整備する。

6. 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　（1）当社は、直接出資するグループ子会社との間で経営管理契約を締結し、同契約に基づき経営管理を行う。
　（2） 当社は、グループ子会社に対して、当社が策定するグループの基本方針等の遵守を求めるとともに、グルー

プ子会社の特定事項について、当社の承認事項又は報告事項とするなど、経営管理体制を整備する。
　（3） 当社は、グループ全体の経営管理・業務の適正性確保及びグループ内取引・業務提携の管理に関する「グ

ループ会社経営管理基本方針」を定め、同基本方針に基づきグループ子会社の経営管理を実施する。

7. 監査役監査に関する体制
　（1）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　　　 当社は、監査役の監査業務を補助する専任の使用人（以下、補助使用人という）を配置するとともに、

監査役会の運営に関する事務業務を担う監査役会事務局を設置する。
　（2）補助使用人の取締役からの独立性に関する事項
　　　 「監査役会規則」に基づき、補助使用人の人事異動、考課、賞罰等については常勤監査役の同意を得

ることとする。また補助使用人は、その職務の執行に関して、監査役の指揮命令のみに服することと
する。

　（3）取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役への報告に関する事項
　　　① 取締役会等において、取締役から業務の執行状況について報告を受け、また監査役から取締役への

意見開示が適時行われる体制とする。また、代表取締役との定期的な会合として経営審議会を開催し、
情報の共有と意見の交換を行う。

　　　② 監査役は、コンプライアンスやリスク管理をはじめとする重要事項については、内部監査室、コン
プライアンス・リスク管理部、経営企画部等から、日常的・継続的に報告を求めることとする。

　（4）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　　　① 子会社を含む、各部署の責任者あるいは担当者は、監査役の求めに応じて業務執行に関する報告を

行う。
　　　② 監査役は、子会社監査役に対して子会社に関する重要事項の報告を求めるなど、子会社監査役との

連携を密にし、効率的な監査を行う。

内部統制システムの構築
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グループの経営管理5
　経営についてⅠ

グループ コーポレート・ガバナンス基本方針

1. 取締役会・取締役
　（1）役割
　　　 取締役会は、当社の経営方針及び重要な業務執行を決定するとともに、取締役の職務の執行を監督し、

適切な内部統制態勢を構築する責務を負う。特に財務報告に係る内部統制の整備・運用状況については、
適切に監督する責任を負う。さらに、アニコムグループ全体の経営計画や各種基本方針を決定する等の
機能を有し、アニコムグループ全体のガバナンス体制の構築に努めることとする。各取締役は、取締役
会がこれらの責務・機能を十分に発揮できるよう努める。

　（2）構成
　　 　取締役会を構成する取締役数は5名以内とする。
　　 　このうち、原則として1名以上を社外取締役とする。
　（3）任期
　　　 事業年度ごとの経営責任の明確化をはかるため、取締役の任期は1年とし、再任を妨げない。

2. 監査役・監査役会
　（1）役割
　　　 監査役は、株主の負託を受けた独立の機関として、会社及びアニコムグループ各社の健全で公正な経営

に寄与し、社会的信頼に応える良質な企業統治態勢を確立することを目的として取締役の職務執行を監
査する。特に財務報告に係る内部統制の整備・運用状況については、取締役の職務執行を適切に監査する。

　　　 監査の実施に当たっては、監査役会で定めた監査役会規則、監査役監査基準、監査方針、監査計画等に従い、
質の高い監査を実施するよう努める。

　（2）構成
　　　 監査役会を構成する監査役数は、5名以内とする。
　　　 このうち、半数以上を社外監査役とする。
　（3）任期
　　　監査役の任期は4年とし、再任を妨げない。
　（4）三様監査の強化
　　　 監査役・監査役会、内部監査室、及び会計監査人は相互に協力して、効率的かつ有効な監査の実施に努める。

3. 会計監査人
　会計監査人（外部監査人）に、監査法人を選任し、会社法及び金融商品取引法等に基づく監査を実施する。

4. 独立役員
　有価証券上場規程等の規定に従い、一般株主保護のため、社外取締役及び社外監査役の中から、一般株主と
利益相反が生じるおそれのない者を独立役員として1人以上確保する。

5. 経営会議
　常勤取締役による経営会議を設置し、グループ経営にかかる意思決定に関して協議の充実と業務執行の効率
化を図る。また、必要に応じ、グループ各社の常勤取締役及び執行役員から業務報告を求める。

6. 内部監査室
　内部監査はグループ全社全部門の業務を対象とし、内部事務処理等の問題点の発見、指摘にとどまらず、内
部管理体制全般の評価及び改善策の提言等について、定期的に取締役会に報告する。特に財務報告に係る内部
統制の整備・運用状況については、内部統制評価責任部門として有効性を独立的な立場で評価する。

（1）グループ コーポレート・ガバナンス

　当社は、アニコムグループの経営理念及び経営方針等に沿って、すべてのステークホルダーに対する責務と約束を果たすこ
とにより、その社会的使命を全うするとともに、グループ全体の企業価値の更なる向上を目指します。これらを着実に実現す
るため「グループ コーポレート・ガバナンス基本方針」を策定し、健全なグループコーポレート・ガバナンス体制の維持・強
化に取り組みます。
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　経営についてⅠ

（2）統合的リスク管理

　保険持株会社における統合的リスク管理とは、グループ
内会社が抱える各種リスクを統括すること及びグループ内
のリスクの波及等、個々の会社では対応できないグループ
体制特有のリスクについて、定性的又は定量的に評価され
たものを総合的に捉え、グループの経営体力（自己資本）
を前提に置いて、全体を適切に管理することと認識してい
ます。
　当社では「グループ統合的リスク管理方針」を定め、グ
ループ内会社に周知するとともに、グループが抱えるリス
クの所在、リスクの種類・特性に応じ、リスクの特定・評価・
モニタリング・コントロール等の管理手法を開発して、グ
ループの統合的なリスク管理の状況を的確に把握すること
としています。

（3）自己資本管理

　保険持株会社である当社における自己資本管理は、グルー
プの直面するリスクに見合った十分な自己資本を確保し、
適切な資本投入等を行うことで、グループの業務の健全性
及び適切性を確保することであると認識しています。
　また、保険持株会社における自己資本管理とは、グルー
プの自己資本の充実に関する施策の実施及びグループの自
己資本充実度の評価を行うことと定義しています。
　当社では「グループ自己資本管理方針」を定め、自己資
本管理態勢、組織・体制、管理プロセス、報告ルールなど、
グループの自己資本管理に係る全体的・共通的な留意事項
を明確に定めています。
　なお、グループ自己資本管理主管部門である当社の経営
企画部では、グループ経営計画等に基づき、また、リスク・
プロファイルに見合った適切なグループの自己資本管理を
行う観点から、必要とする情報を明示し、定期的にまたは
必要に応じて、当該部門から報告を受ける態勢を整備して
います。

＜コーポレート・ガバナンス体制図＞
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グループの経営管理

7. 子会社管理の仕組み
　当社は、グループ全社の経営を統括する持株会社として、その企業価値の最大化を目指し、グループ各社の
適切な経営管理を行う。
　（1）経営管理契約の締結
　　 　各子会社と個別に経営管理契約を締結し、当該契約に基づき経営管理を実施する。
　（2）基本方針等の制定
　　　 「グループ会社経営管理基本方針」及びグループの内部管理等に関する各種基本方針等を策定し、グルー

プ各社に周知徹底する。
　（3）承認・報告事項の明確化
　　　 グループ各社の事業戦略や事業計画等、重要な事項については、当社の事前承認事項とし、その他特定

事項について当社への報告事項とするなど、経営管理体制を整備する。
　（4）経営管理の実施
　　　 グループ各社の経営管理業務は経営企画部が統括し、当社各部門は、「グループ会社経営管理基本方針」

に規定された分掌業務を実施 する。

8. 本方針の改廃
　本方針の改廃は、取締役会において決定する。
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コンプライアンスの推進6
　経営についてⅠ

　当社グループでは、以下の「グループ コンプライアンス基本方針」を定め、グループ会社の全役職員に周知徹底するとともに、
「コンプライアンス推進体制」を整え、あらゆる事業活動においてコンプライアンスを最優先することとしています。

グループ コンプライアンス基本方針

1. 法令等の遵守
　各種法令や社内ルールを遵守するとともに、公正で自由な競争を行い、誠実かつ適正な企業活動を行います。
　（1）コンプライアンス
　　　 コンプライアンスとは、各種法令や社内ルール等を遵守して、誠実かつ適正な企業活動を遂行すること

をいいます。企業活動に関係する全てのルールを正しく理解し厳正に遵守することにより、はじめて適
正な事業活動を行うことが可能になります。

　（2）公正かつ自由な競争
　　　 保険業法、独占禁止法等の関係法令を遵守して事業遂行にあたります。公正で自由な競争を阻害するよ

うな談合やカルテル等の行為は決して行いません。また取引上の立場を利用して、不当に相手方に不利
益を強いるような行為も一切行いません。

　（3）利益相反の防止
　　 　 保険関連業務に係る取引のうち、お客様の利益を不当に害するおそれのあるものを「利益相反のおそれ

のある取引」として管理します。また、会社の正当な利益に反し、自分や第三者の利益を図るような行
為は一切認めません。

　（4）知的財産権の保護
　　 　著作権や特許権、商標権等の知的財産権を侵害することのないよう、十分に留意します。
　（5）職場環境
　　 　労働関係法令等を遵守して、安全かつ健全な職場環境を維持するよう努めます。

2. 社会・政治との関係
　社会や政治との適正な関係を維持します。
　（1）反社会的勢力に対する姿勢
　　　 暴力団や総会屋等の反社会的勢力に対しては、その圧力に屈することなく毅然とした対応を堅持してい

きます。
　（2）政治活動、政治資金
　　 　選挙や政治活動、政治資金等については、各種法令等を遵守して、公正な態度を堅持していきます。
　（3）接待、贈答、金銭貸借等
　　　 業務上の地位を利用して金品等不当な利益を得ることや、法令等に違反したり、社会的に不相当な接待・

贈答の授受をするようなことは一切いたしません。役職員は、取引先との金銭貸借等はいたしません。
または役職員同士での金銭貸借等は慎みます。

3. 適正で透明性の高い経営
　業務の適正な運営を図るとともに、適時・適切な情報開示を行い、透明性の高い経営に努めます。
　（1）情報の適時、適切な開示
　　　 各種経営情報を適時・適切に開示することは、お客様からの信頼を高める観点からも大変重要であると

考えます。株主・投資家の方々やお客様の合理的判断に資するためにも、行政に提出する情報を含めた
各種情報の積極的な開示に努めます。

　（2）正確な情報の作成、管理
　　　 適時・適切な情報開示のためにも、経営情報については正確な記録を作成して、厳正に管理していきます。

また内部や外部の各種監検査に対しても誠実・真摯に協力していきます。
　（3）機密情報の取扱い
　　　 各種機密情報については社内ルールに則って厳正に管理し、権限のない者に開示したり、アニコムグルー

プ各社以外の第三者のために利用するようなことはいたしません。

4. 人権の尊重
　お客様や当社の役職員をはじめ、あらゆる人の基本的人権を尊重します。
　（1）差別の禁止
　　　 性別や年齢、職業、国籍、人種、思想、信条、宗教等を理由とする不当な差別や人権侵害は、一切容認

いたしません。
　（2）ハラスメントの禁止
　　 　セクシャルハラスメント等のいかなるハラスメントも一切容認いたしません。
　（3）個人情報の取扱い
　　　 個々人のプライバシーを最大限尊重し、個人情報保護法をはじめとする関係法令等を遵守して、お客様

情報や個人情報の管理については十分な注意を払ってまいります。
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　経営についてⅠ

＜コンプライアンス推進体制＞

　「グループ コンプライアンス・リスク管理委員会」において、コンプライアンス推進のための施策の立案や実
施状況の点検・確認を行うとともに、グループ会社の各部門（支店含む）に責任者（部長・支店長）であるコ
ンプライアンス・キーパーソン（KP）とコンプライアンス・リスク管理担当者を配置し、当社のコンプライア
ンス・リスク管理部が中心となり、コンプライアンスの周知徹底に取り組んでいます。
　また、コンプライアンス上の問題（疑義案件を含む）を発見した場合は、直ちにコンプライアンス・リスク
管理部等に報告を行うことが義務づけられています。さらに発見者が通常ルートでの報告が適当でないと判断
した場合には、グループ社内外のホットライン（内部通報制度）を利用して報告・相談を行うことができる体
制を整えています。

【コンプライアンス推進体制図】
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コンプライアンスの推進
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反社会的勢力対応の基本方針（概要）

　当社グループは、反社会的勢力を社会から排除していくことは、社会の秩序や安全を確保する上で極めて重要な課題であり、
企業にとって反社会的勢力との関係を遮断するための取組みを推進していくことは、社会的責任を果たす観点から必要かつ重
要なことであると認識し、以下の「反社会的勢力対応の基本方針」に基づき適切な対応に努めています。

1. 組織・体制
  　反社会的勢力対応の責任部門は、コンプライアンス・リスク管理部とし、反社会的勢力に関する事項を一
元管理するものとする。また、管轄警察署・暴力団追放運動推進都民センター等との日常的な連絡・講習等の
窓口は人事管理部とし、コンプライアンス・リスク管理部に対し、定期的に活動報告を行うものとする。さら
に、コンプライアンス・リスク管理部は、反社会的勢力に関する情報のうち、経営に重大な影響を与える、又は、
顧客の利益が著しく阻害される一切の事項について、取締役会等に速やかに報告するものとする。

2. 対応方針
　（1） 相手方が反社会的勢力であると判明した時点で可能な限り速やかに関係を解消できるよう、以下の点に

留意した取組みを実施する。
　　① 反社会的勢力との取引を未然に防止するための適切な事前審査の実施や必要に応じて契約書等に暴力団排

除条項を導入する。
　　② 定期的に自社株の取引状況や株主の属性情報等を確認するなど、株主情報の管理を適切に実施する。
　　③ いかなる理由であれ、反社会的勢力であることが判明した場合には資金提供や不適切・異例な取引は行わない。
　（2） 反社会的勢力による不当要求が発生した場合には、担当者や担当部門だけに任せることなく、取締役等

の経営陣が適切に関与し、組織として以下の点に留意した対応をとるものとする。
　　① 反社会的勢力による不当要求に対応する従業員の安全を確保する。
　　② 積極的に警察・暴力追放運動推進センター・弁護士等の外部専門機関に相談するとともに、暴力追放運動推

進センター等が示している不当要求対応要領等を踏まえた対応を行う。特に、脅迫・暴力行為の危険性が高
く緊急を要する場合には直ちに警察に通報する。

　　③ あらゆる民事上の法的対抗手段を講ずるとともに、積極的に被害届を提出するなど、刑事事件化も躊躇しな
い対応を行う。

　　④ 反社会的勢力からの不当要求が、事業活動上の不祥事や従業員の不祥事を理由とする場合には、反社会的
勢力対応と不祥事案の責任部門であるコンプライアンス・リスク管理部が速やかに事実関係を調査し、適切
な対応を行うこととする。

反社会的勢力の排除7
　経営についてⅠ
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8
　経営についてⅠ

利益相反取引の管理

　当社及び当社グループ会社は、利益相反のおそれのある取引を適切に管理することを目的とした「利益相反管理基本方針」
を策定し、お客様の利益が不当に害されることのないように、利益相反取引の管理に努めています。

利益相反管理基本方針（概要）

1. 利益相反のおそれのある取引
  　本方針の対象となる利益相反のおそれのある取引は、保険関連業務に係る対象取引のうち、お客様の利益を
不当に害するおそれのある取引であり、以下に掲げるものとする。
（1）  お客様の利益と当社及びアニコム損害保険株式会社（以下、「当社グループ会社」という）の利益とが相

反するおそれのある取引
（2）  お客様の利益と他のお客様の利益とが相反するおそれのある取引
（3）  当社グループ会社が保有するお客様に関する情報をお客様の同意を得ないで利用する取引（個人情報保

護法第15条に基づき、当社プライバシーポリシーにあらかじめ特定された利用目的に係る取引を除く）
（4）  以上（1）から（3）に掲げるもののほか、当社グループ会社のお客様の利益の保護の観点から特に管理

を必要とする取引又はその他の行為

2. 対象取引の特定方法
 　対象取引の個別事情を検討のうえ、利益相反のおそれのある取引に該当するか否かを特定する。

3. 対象取引の管理方法
  　当社は「利益相反のおそれのある取引」を特定した場合、次に掲げる方法その他の方法により当該お客様の
保護を適正に確保する（次に掲げる方法は具体例に過ぎず、必ずしも以下の措置が取られるとは限らない）。
（1） 部門の分離（情報共有先の制限）
   管理対象取引を行う部門と管理対象取引に係るお客様との取引を行う部門を分離し、適切な情報遮断措
置を講じる方法

（2） 取引条件又は方法の変更
  管理対象取引又は管理対象取引に係るお客様との取引の条件又は方法を変更する方法
（3） 一方の取引の中止
  管理対象取引又は管理対象取引に係るお客様との取引を中止する方法
（4） 利益相反事実のお客様への開示
   管理対象取引に係るお客様の利益が不当に害されるおそれがあることについて、管理対象取引に係るお
客様に適切に開示する方法（但し、当社グループ会社が負う守秘義務に違反しない場合に限る。）

（5） その他
   以上（1）から（4）に掲げるもののほか、当社がお客様の利益の保護の観点から必要かつ適切と認める
方法

 　なお、1つの「利益相反のおそれのある取引」に対応して、複数の管理方法が選択できるものとする。

4. 対象取引の管理体制
  　当社は、利益相反管理統括部署を設置し、本方針に沿って、利益相反のおそれのある取引の管理に必要な情
報の集約、利益相反のおそれのある取引の特定及び利益相反管理を的確に実施する。また、本方針を踏まえた
利益相反管理態勢の検証及び改善ならびに利益相反管理に関する役職員教育・研修を行う。
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ディスクロージャー基本方針（概要）

　当社は、株主・投資家、取引先、地域社会をはじめとするあらゆるステークホルダーの皆様に、当社グループの現状や今後
の事業展開等を正確かつ迅速にご理解いただけるように、以下の「ディスクロージャー基本方針」に基づき、公正かつ適時・
適切な情報開示に努めています。

1. ディスクロージャーの目的
（1） 積極的かつ効果的な情報開示及び説明責任を果たし、ステークホルダーとの信頼関係を構築する。
（2）  情報開示における適時性と公平性を図り、当社の企業価値を正しく反映した適正な株価の形成、社会的

評価の形成を図る。
（3）  ステークホルダーとの双方向コミュニケーションを通じ、ステークホルダーの声を経営にフィードバッ

クし、企業価値の向上に役立てる。

2. ディスクロージャーの基本原則
（1） オープン・ポリシーと説明責任
   開示内容が当社に有利か不利かを問わず事実に即した開示のオープン性（透明性）に努め、一貫した説

明責任を全うする。
（2） 適時の開示
  情報の開示は、開示すべき事実が発生した後、適時に開示を行う。
（3） わかりやすい開示
   保険業として、一般事業会社と異なる特殊な財務諸表等であることを認識し、開示情報が資本市場参加

者のみならず、一般に広く伝わることを考え、わかりやすい開示に努める。
（4） 公平性の確保
  資本市場参加者に対して、情報が公平に伝播されるよう努める。
（5） 継続性
  開示する情報の内容について、継続性を保持する。
（6） 機密性の確保
   適切かつ公正な開示が行われるまでは、機密情報を厳重に管理し、関係者以外の第三者（当社役職員を

含む）への漏洩を防止する。

3. 開示担当部門と役割
  　当社の経営企画部を開示担当部門とし、経営企画部長を開示責任者とする。開示担当部門は当社グループの
開示対象情報を一元的に管理する。

4. 開示方法
（1）  金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示については、EDINET（金融商品取引法に基づく有価

証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム）を使用する。その他の法定開示については、当該
法令等に基づく方法にて開示する。

（2）  東京証券取引所の定める「有価証券上場規程」「有価証券上場規程施行規則」に基づく適時開示について
は、同取引所が運営する「適時開示情報伝達システム（TDnet）」を使用する。また、必要に応じて遅
滞なく報道機関への発表及びその他法令・諸規則の定める開示手続きを行う。

（3）  任意開示については、開示責任者が決定する方法により開示を行う。なお、新規に任意開示を行う場合
の要否及び可否については、取締役会の承認を要することとし、以後の継続開示は開示責任者の決裁に
て行う。

5. アナリストレポートへの対応
  　当社は、アナリストレポート等に対する論評・評釈等は行わない。ただし、事実誤認があると判断した場合には、
当該事実の誤認等について指摘する。また、当社に関する風説に関しても、論評・評釈等は行わず、当該風説
に関する問い合わせにも応じない。ただし、当該情報が当社により既に開示した情報と明らかに異なっており、
放置することが適当でないと開示責任者が認める場合は、任意でニュース・リリースを行う等適切な対応を行う。

6. 沈黙期間
  　当社は、四半期の終了日から当該四半期の業績の発表日までの間は、沈黙期間として当該四半期の決算情報
に関する対外的コメント及び問い合わせへの回答は行わないことを基本方針とする。

情報の開示9
　経営についてⅠ
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　経営についてⅠ

個人情報の保護

　当社は、お客様の個人情報について、業務上必要な範囲内において、適法で公正な方法により取得し、予め了承をいただい
た目的にのみ利用しています。
　また、当社では、「個人情報の保護に関する法律」及び関連ガイドライン等に則り、社内規程等を整備し、社員への教育・モ
ニタリングを実施し、情報管理の徹底に取り組んでいます。
　お客様の個人情報の取扱いに関しては、以下の「個人情報の取扱いについて（プライバシーポリシー）」を定め、当社ホーム
ページにおいて公表しています。

個人情報の取扱いについて（プライバシーポリシー）

　アニコム ホールディングス株式会社（以下「当社」といいます）におきましては、個人情報を正しく取扱う
ことは極めて重要であり、お客様をはじめとする各種個人情報の保護は重要な責務であると認識しております。
　当社では個人情報保護に関する法令を遵守し、以下のとおり個人情報を適切に利用するとともに、その安全
管理に努めてまいります。
　当社の役員及び全ての従業員が、業務上知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に開示することや、不当
な目的に使用することはいたしません。利用目的の範囲内で、具体的な業務にしたがって権限を与えられた者
のみが業務の遂行上必要な限りにおいて取扱うものといたします。

1. 個人情報の取得及び利用目的
　以下の目的に必要な個人情報を適正な手段をもって取得し、目的外に利用することはありません。また、取
得した個人情報は、利用目的の範囲内において、当社及びアニコムグループ各社が共同利用いたします。また
今後当社が子会社を設立した場合において、当該子会社が個人情報を共同利用する際には、ホームページ等に
おいて公表いたします。

　共同利用される個人データの項目：お客様の住所、氏名、どうぶつ名、電話番号、電子メールアドレス等 
　　　　　　 共同利用者の範囲： 当社、アニコム損害保険株式会社、アニコム フロンティア株式会社、ア

ニコム パフェ株式会社、その他当社が今後子会社を設立した場合には、
その子会社（以下「アニコムグループ各社」といいます） 

　　　　　　利　　用　　目　　的：（1） アニコムグループ各社が取扱う商品・サービスの案内、提供及び管
理

　　　　　　　　　　　　　　　　　（2） 各種イベント・キャンペーン・セミナーの案内、各種情報の提供
　　　　　　　　　　　　　　　　　（3） アニコムグループ各社が提供する商品・サービス等に関するアンケー

トの実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）新たな商品・サービスの開発
　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）アニコムグループ各社が有する債権の回収
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）問い合わせ・依頼等への対応
　　　　　　個人データ管理責任者：アニコム ホールディングス株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　コンプライアンス・リスク管理部　担当役員
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2. 個人情報の管理
　個人情報の漏洩、紛失または毀損の防止その他の安全管理のために、個人情報へのアクセス管理、持ち出し
の制限、外部からの不正アクセス防止措置その他の安全措置を講じてまいります。 

3. 個人情報の第三者への提供
　次の場合を除いて、当社が個人情報を第三者に提供することはありません。
　・お客様の同意がある場合
　・法令に基づく場合
　・利用目的の達成に必要な範囲内において業務委託先等に提供する場合
　・子会社における不正または不当な保険契約の申込み及び当該保険金請求を防止するために必要な場合
　・ご本人または公共の利益のために必要であると考えられる場合
　・個人情報をご提供いただく際に予め明示した第三者に提供する場合
　・その他正当な理由がある場合

4. 個人情報に関する事項の通知、開示・訂正・利用停止等について
　お客様がご提供された個人情報に関する事項の通知（利用目的等）、開示・訂正・利用停止等に関するご請
求（以下 ｢開示等請求｣ といいます）については、下記「６．お問い合わせ窓口」にお申し出ください。請求
者がご本人であることを確認させていただくとともに、所定の書式にご記入いただいた上で手続きを行い、後日、
原則として書面で回答いたします。利用目的の通知請求及び開示等請求については、当社所定の手数料をいた
だきます。
　開示等請求の詳細については以下の【個人情報の『開示』等請求手続き】をご覧ください。
　　（http://www.anicom.co.jp/policy/privacy.html）

5. ホームページ上における個人情報の取扱いについて
（1）IPアドレスについて
　 当社のホームページ管理のため、お客様のコンピューターがインターネット接続するときに使用されるIPア
ドレスの収集を行っております。当社のWEBサーバー上で収集するIPアドレスは、不正アクセスを防止する
とともに、当社WEBサーバーに万一障害が発生した場合の迅速な原因特定と復旧を可能とし、ホームページ
上のサービスを安全に管理・運営するためにのみ利用いたします。それ以外の目的を持って当該IPアドレス
をお客様の個人情報と関連づけて利用または開示することはありません。また当社は、お客様のサービス利
用状況を収集しておりますが、この情報を、個人を特定して利用または開示することはありません。ただし、
当社ホームページまたはお客様を保護するために必要と判断した場合には、IPアドレスにより個人を特定し
対策を実施することがあります。

（2）SSL（セキュリティ）について
　 お客様が当社ホームページ上で個人情報をご登録・ご送信いただく際のセキュリティ確保のため、お客様の
個人情報をSSL（Secure Socket Layer：インターネット上で情報を暗号化して通信する業界標準のセキュ
リティ機能）により保護しております。お客様がSSLに準拠したブラウザをお使いになられることで、お客
様の個人情報を自動的に暗号化して送受信いたします。
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（3）ホームページのログについて
　 お客様への有用なサービスご提供のために、ホームページ上のお客様の訪問量の変動やページ間の回遊傾向
などの統計データを集計して、お客様のアクセス動向の把握に努めております。

（4）ホームページ上のデータ管理について
　 当社のホームページを通じてお客様からご提供いただくお客様の個人情報を、漏洩、紛失または毀損などす
ることのないよう、厳重なデータ管理を実施しており、お客様の個人情報は、ホームページ管理責任者のみ
アクセス可能な環境下に保管し、第三者に漏洩、または外部から改変されることのないよう、厳重なセキュ
リティ対策を実施しております。また、ホームページの運営業務、またはお客様の個人情報の利用・管理等
に関わる業務を社外に委託する場合には、信頼できる委託先を選定し、個人情報の取扱いについて厳正に監督・
管理をいたします。

（5）免責事項について
　 当社ホームページは、他のホームページへリンクを設定しておりますが、リンク先サイトでの個人情報の取
扱いに関しましては、当該リンク先サイトにてお客様ご自身でご確認いただきますようお願いいたします。
　 また、当社ホームページのご利用は、お客様の責任において行われるものとします。当社ホームページ及び
当社ホームページにリンクが設定されている他のホームページから、お客様の個人情報を用いて取得された
各種情報の利用によって生じたあらゆる損害に関して、当社は一切の責任を負いません。

6. お問い合わせ窓口
　個人情報の取扱いに関する苦情・相談に対し適切・迅速に対応いたします。当社の個人情報の取扱いや保有
個人データに関するご照会・ご相談は、下記までお問い合わせください。

＜お問い合わせ先＞
アニコム ホールディングス株式会社　コンプライアンス・リスク管理部
電話番号：03-5348-3911
受付時間：午前9時～午後6時（土日祝祭日及び年末年始を除く）

（注）以上の内容は、当社業務に従事している者の個人情報については対象としておりません。

アニコム ホールディングス株式会社

個人情報の保護
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　コーポレート
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Ⅱ

株式・株主の状況等1
（1）株式の状況（2013年3月31日現在）

①発行する株式の種類 普通株式
②発行可能株式総数 48,000,000株
③発行済株式総数 17,168,800株
④単元株式数 100株
⑤総株主数 2,040名

（2）基本事項

①事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで
②定時株主総会 毎事業年度の末日の翌日から3ヶ月以内に開催します。
③基準日 3月31日
④公告方法  電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。（http://www.anicom.co.jp/ir）
⑤株主名簿管理人 三菱UFJ信託銀行株式会社
 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
⑥上場証券取引所 東京証券取引所マザーズ市場

（3）株主総会開催状況

第13回定時株主総会は、2013年（平成25年）6月26日（水）に開催されました。報告事項及び決議事項は以下のとおりです。
＜報告事項＞
　1． 平成24年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件
　2．平成24年度（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）計算書類報告の件
　上記の内容について報告しました。

＜決議事項＞
　第1号議案　取締役5名選任の件
　　　　　　  本件は、原案どおり、小森伸昭、百瀬由美子及び須田一夫の各氏が再選され重任し、小林英三及び中出哲の両氏

が新たに選任され就任いたしました。
　第2号議案　監査役2名選任の件
　　　　　　  本件は、原案どおり、猪俣吉彦及び岩本康一郎の両氏が再選され重任いたしました。
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（4）株式の分布状況

①所有者別状況 （2013年3月31日現在）

区　分

株式の状況（1単元の株式数　100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関 金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他 計

個人以外 個人
株主数（人） － 10 22 50 35 2 1,921 2,040 －
所有株式数（単元） － 58,442 1,334 31,662 17,408 7 62,816 171,669 1,900
所有株式数の割合（％） － 34.0 0.8 18.4 10.2 0.0 36.6 100.0 －

（注）自己株式610株は、「個人その他」に6単元及び「単元未満株式の状況」に10株を含めて記載しております。

②所有株数別状況 （2013年3月31日現在）

区　分 1単元未満 1単元以上 5単元以上 10単元以上 50単元以上 100単元以上 500単元以上 1,000単元
以上

5,000単元
以上 合計

株主数（人） 61 1,153 257 378 77 73 13 20 8 2,040
総株主数に対する割合（％） 3.0 56.5 12.6 18.5 3.8 3.6 0.6 1.0 0.4 100.0
株式数（株） 1,259 258,537 167,267 760,756 540,732 1,366,792 920,637 4,649,620 8,503,200 17,168,800
発行済株式総数に対する割合（％） 0.0 1.5 1.0 4.4 3.1 8.0 5.4 27.1 49.5 100.0

③地域別状況 （2013年3月31日現在）

区　分 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州 外国 合計
株式数（株） 29,100 73,833 13,882,737 395,204 772,469 107,988 21,601 121,580 1,764,288 17,168,800
発行済株式総数に対する割合（％） 0.2 0.4 80.9 2.3 4.5 0.6 0.1 0.7 10.3 100.0

（5）大株主
 （2013年3月31日現在）

氏名または名称 住　　所 所有株式数
（千株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 東京都港区浜松町2丁目11-3 1,739 10.1
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 東京都中央区晴海1丁目8-11 1,561 9.1
KOMORIアセットマネジメント株式会社 東京都新宿区西新宿6丁目15-1 1,220 7.1
ソニー損害保険株式会社 東京都大田区蒲田5丁目37-1 1,200 7.0
野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都千代田区大手町2丁目2-2 813 4.7
ジャフコV1－B号投資事業有限責任組合 東京都千代田区大手町1丁目5-1 764 4.5
CBC株式会社 東京都中央区月島2丁目15-13 666 3.9
小森 伸昭 東京都中野区 537 3.1
アニコム ホールディングス取引先持株会 東京都新宿区下落合1丁目5-22 489 2.8
ジャフコV1－A号投資事業有限責任組合 東京都千代田区大手町1丁目5-1 458 2.7

計 － 9,450 55.0
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（6）配当政策

　当社は中間配当と期末配当の年2回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。
　利益配分につきましては、収益の動向やキャッシュ・フローの状況に加えて、内部留保の水準等を勘案しながら、株主に対
する剰余金の配当を実施する所存であります。しかしながら、現時点においては剰余金について分配可能額がないことから、
具体的な方針・実施時期等は未定であります。内部留保につきましては、お客様からの信頼と安心感の提供が求められる損害
保険事業（ペット保険）を主たる事業としていることから、市場ニーズに応える商品・サービスを継続的かつ安定的に提供す
べく、システム構築、人材確保、財務基盤の充実等に充てるとともに、ペット保険の認知度をさらに高めるべく、広告宣伝活
動や販売チャネルの拡充等、事業拡大に向けた投資に有効に活用する方針であります。
　なお、期末配当に関しましては「株主総会の決議によって、毎事業年度の最終の株主名簿に記載または記録された株主また
は登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当をする。」旨及び中間配当に関しては「取締役会の決議により、毎年9月30
日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、金銭による剰余金の配当をすることができる。」
旨を定款に定めております。
　第13期（2013年3月期）におきましては、剰余金について分配可能額が無いことから配当は実施しておりません。

（7）資本金の推移及び新株発行の状況
 （2013年3月31日現在）

年月日
発行済株式総数（株） 資本金（百万円） 資本準備金（百万円）

摘要
増減数 残高 増減額 残高 増減額 残高

2009年  3月28日
普通株式 5,274 普通株式 15,843

̶ 3,346 ̶ 3,236 取得条項付株式消却
優先株式 △5,274 優先株式 ̶

2009年  6月25日 普通株式 3,152,757 普通株式 3,168,600 ̶ 3,346 ̶ 3,236 株式分割

2010年  3月  2日 普通株式 750,000 普通株式 3,918,600 690 4,036 690 3,926 公募増資

2010年  3月16日 普通株式 7,200 普通株式 3,925,800 2 4,038 2 3,928 新株予約権の行使

2010年  3月29日 普通株式 128,400 普通株式 4,054,200 118 4,157 118 4,046 有償第三者割当増資

2011年  3月31日 普通株式 59,000 普通株式 4,113,200 21 4,178 21 4,068

新株予約権の行使
第1回　  4,400株
第2回　36,000株
第3回　18,600株

2011年  9月30日 普通株式 14,800 普通株式 4,128,000 3 4,182 3 4,072
新株予約権の行使
第1回　14,800株

2011年10月  1日 普通株式 12,384,000 普通株式 16,512,000 ― 4,182 ― 4,072 株式分割

2012年  3月31日 普通株式 133,600 普通株式 16,645,600 12 4,194 12 4,084
新株予約権の行使
第2回 126,400株
第3回　  7,200株

2013年  3月31日 普通株式 523,200 普通株式 17,168,800 43 4,238 43 4,128

新株予約権の行使
第1回 168,000株
第2回 309,600株
第3回　45,600株

　コーポレート
　データ
Ⅱ

1 株式・株主の状況等
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 （2013年（平成25年）7月1日現在）

役名及び職名 氏　名
（生年月日） 略　歴 担　当

代表取締役
社長

小
こ

森
もり

　伸
のぶ

昭
あき

（昭和44年5月2日生）
平成  4年  4月

平成12年  4月
平成12年  7月
平成18年  1月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
anicom（動物健康促進クラブ）　理事長
株式会社ビーエスピー（現当社）　代表取締役社長（現任）
アニコム インシュアランス プランニング株式会社
（現アニコム損害保険株式会社）　代表取締役社長（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム損害保険株式会社　代表取締役社長
アニコム フロンティア株式会社　取締役
アニコム パフェ株式会社　取締役

総括
内部監査室

常務取締役 百
もも

瀬
せ

　由
ゆ み こ

美子
（昭和42年9月8日生）

平成  3年  4月 

平成12年  4月 
平成12年  7月
平成15年  5月
平成17年  8月
平成18年  1月

平成22年  7月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
anicom（動物健康促進クラブ）　理事
株式会社ビーエスピー（現当社）　入社
当社　取締役
当社　常務取締役（現任）　
アニコム インシュアランス プランニング株式会社　
（現アニコム損害保険株式会社）　取締役
アニコム損害保険株式会社　常務取締役（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム損害保険株式会社　常務取締役

人事管理部
コンプライアンス・
リスク管理部

取締役 須
す

田
だ

　一
かず

夫
お

（昭和24年4月21日生）
昭和49年  4月

平成17年  7月
平成21年  8月
平成23年  6月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
Tokio Marine Seguradora社 取締役副社長
アニコム損害保険株式会社　入社
当社　取締役（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム フロンティア株式会社　取締役

経営企画部
財務経理部

取締役
（社外）

小
こば

林
やし

　英
えい

三
ぞう

（昭和23年9月8日生）
昭和47年  4月
平成14年  6月
平成18年  5月

平成19年  7月
平成22年  5月
平成22年  6月
平成24年  6月
平成25年  6月

日本銀行　入行
同行　理事
アメリカンファミリー生命保険会社
シニア・アドバイザー
同社　副会長
日本証券金融株式会社　顧問
同社　専務取締役
同社　代表取締役社長（現任）
当社　取締役（現任）

（主要な兼職状況）
日本証券金融株式会社　代表取締役社長

―

取締役
（社外）

中
なか

出
いで

　　哲
さとし

（昭和33年10月20日生）
昭和56年  4月

平成21年  9月
平成25年  4月
平成25年  6月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
早稲田大学　商学学術院　准教授
早稲田大学　商学学術院　教授（現任）
当社　取締役（現任）

（主要な兼職状況）
早稲田大学　商学学術院　教授

―

 

役員の状況2
　コーポレート
　データ
Ⅱ
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2
 （2013年（平成25年）7月1日現在）

役名及び職名 氏　名
（生年月日） 略　歴 担　当

常勤監査役
（社外）

猪
いの

俣
また

　吉
よし

彦
ひこ

（昭和14年5月21日生）
昭和37年  4月

平成  6年  6月

平成  8年12月 
平成14年  6月 

平成14年10月  
平成17年  3月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
東京海上メディカルサービス株式会社
（現東京海上日動メディカルサービス株式会社）　取締役
インターナショナルアシスタンス株式会社　代表取締役
ヘルメス信用保険会社
（現ユーラーヘルメス信用保険会社　日本支店）
損害調査部長兼法務室長
全国商工会連合会　福祉共済支払審査委員会委員
当社　常勤監査役（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム フロンティア株式会社　監査役
アニコム パフェ株式会社　監査役

―

監査役
（社外）

岩
いわ

本
もと

　康
こういちろう

一郎
（昭和42年2月4日生）

平成  8年  4月
平成17年  4月
平成19年  7月
平成20年  8月
平成20年  8月
平成23年  2月

弁護士登録　三好総合法律事務所　入所
岩本・高久・渡辺法律事務所　開設　弁護士
株式会社QLC　監査役
当社　監査役（現任）
アニコム損害保険株式会社　監査役（現任）
ライツ法律特許事務所開設　パートナー弁護士（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム損害保険株式会社　監査役
ライツ法律特許事務所　パートナー弁護士

―

監査役 藤
ふじ

田
た

　信
しんいちろう

一郎
（昭和20年10月30日生）

昭和43年  4月

平成18年  1月

平成20年  6月
平成24年  6月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
アニコム インシュアランス プランニング株式会社
（現アニコム損害保険株式会社）　内部監査室長
アニコム損害保険株式会社　常勤監査役（現任）
当社　監査役（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム損害保険株式会社　常勤監査役

―

監査役
（社外）

　岡
おか

部
べ

　紳
しんいち

一　
（昭和25年1月19日生）

昭和48年  4月

平成16年10月

平成16年10月
平成24年  4月
平成24年  6月

東京海上火災保険株式会社
（現東京海上日動火災保険株式会社）　入社
東京海上日動リスクコンサルティング株式会社　
経営企画室主幹
BELFOR Japan株式会社　取締役
アニコム損害保険株式会社　監査役（現任）
当社　監査役（現任）

（主要な兼職状況）
アニコム損害保険株式会社　監査役

―

役員の状況
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組織図及び従業員の状況3
　コーポレート
　データ
Ⅱ

（1）組織図（2013年7月1日現在）

株 主 総 会

取 締 役 会

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス･

リ
ス
ク
管
理
部

経

営

企

画

部

財

務

経

理

部

人

事

管

理

部

代 表 取 締 役 社 長

各 担 当 役 員

監 査 役

監 査 役 会

内 部 監 査 室

（2）従業員の状況（2013年3月31日現在）

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与
10名 37.0歳 5.4年 8,143千円

（注）1． 従業員数には、兼務役員、社外への出向者及びパートタイマー等の臨時従業員は含みません。
2． 平均勤続年数は、アニコムグループ子会社等における在籍期間を通算して算出しています。
3． 平均年間給与は、基準外給与を含んでいます。
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4 アニコムグループの沿革

2000年 4 月

2000年 7 月

2000年11月

2004年12月

2005年 1 月

2005年 2 月

2006年 1 月

2006年 6 月

2007年12月

2008年 1 月

2008年 4 月

2008年 6 月

2009年 3 月

2009年11月

2010年 3 月

2010年10月

任意組合としてanicom（動物健康促進クラブ）を設立

anicom（動物健康促進クラブ）から「どうぶつ健保」（ペット共済）に係る事務を
受託するため、株式会社ビーエスピー（現当社）を設立

anicom（動物健康促進クラブ）が「どうぶつ健保」（ペット共済）募集開始

アニコム パフェ株式会社を設立（100%子会社）

株式会社ビーエスピーがアニコム インターナショナル株式会社に商号変更

アニコム フロンティア株式会社を設立（100%子会社）

保険会社設立準備のためアニコム インシュアランス プランニング株式会社を設立
（100%子会社）

改正保険業法の施行を受け、anicom（動物健康促進クラブ）が特定保険業者の届
出を行う

アニコム インシュアランス プランニング株式会社がアニコム損害保険株式会社に
商号変更

アニコム損害保険株式会社が損害保険業免許取得

アニコム インターナショナル株式会社が保険持株会社としての認可取得

アニコム損害保険株式会社がペット保険の販売を開始

アニコム損害保険株式会社がペット保険の補償を開始

アニコム インターナショナル株式会社がアニコム ホールディングス株式会社に商
号変更

anicom（動物健康促進クラブ）が特定保険業の廃止の承認を得る

日本の家庭どうぶつに関するデータ集として「家庭どうぶつ白書」を発刊
アニコム パフェ株式会社がペット葬儀・供養・ペットロスに関する情報提供WEB
サイト「アニコムメモリアル」をオープン

アニコム ホールディングス株式会社が東京証券取引所マザーズ市場へ上場

アニコム損害保険株式会社がペット保険商品改定により補償範囲拡大を開始

 （2013年3月31日現在）
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　業績データⅢ

主要な経営指標等の推移（連結）1
年　度

区　分
平成20年度

（平成20年4月  1日から
平成21年3月31日まで）

平成21年度
（平成21年4月  1日から
平成22年3月31日まで）

平成22年度
（平成22年4月  1日から
平成23年3月31日まで）

平成23年度
（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

経常収益 （百万円） 10,799 9,215 11,107 13,845 16,186

正味収入保険料 （百万円） 6,441 8,980 10,858 13,592 15,781

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △66 291 342 337 837

当期純利益又は当期純損失（△） （百万円） △141 346 421 465 640

包括利益 （百万円） ― ― 415 450 646

純資産額 （百万円） 4,181 6,129 6,588 7,071 7,805

総資産額 （百万円） 8,684 11,594 13,382 15,355 16,872

連結ソルベンシー・マージン比率 （％） ― ― ― 395.6 364.8

1株当たり純資産額 （円） 261,030.66 1,512.00 400.47 424.84 454.65

1株当たり当期純利益金額又は
1株当たり当期純損失金額（△） （円） △13,319.15 107.08 25.80 28.17 38.07

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額 （円） ― 92.94 23.16 25.68 35.19

自己資本比率 （％） 47.6 52.9 49.2 46.1 46.3

自己資本利益率 （％） ― 6.7 6.6 6.8 8.6

株価収益率 （倍） ― 26.4 28.8 18.1 27.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 737 1,608 1,792 1,879 1,507

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,366 △2,875 △1,936 △1,044 △1,852

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △5 1,590 38 28 85

現金及び現金同等物の期末残高 （百万円） 481 784 679 1,543 1,283

従業員数 （人） 201 214 234 240 251

（注） 1. 経常収益には、消費税等は含まれておりません。
2.  平成20年度の経常収益の主なものとしては、当社子会社であるアニコム損害保険株式会社の正味収入保険料及び「その他経常収益」として

anicom（動物健康促進クラブ）の共済掛金収入、前受収益戻入額が計上されております。
3.  「連結ソルベンシー・マージン比率」は、保険業法施行規則第86条の2（連結ソルベンシー・マージン）及び第88条（連結リスク）並びに平成

23年金融庁告示第23号の規定に基づいて算出し、平成23年度より記載しております。
4.  平成20年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、1株当たり当期純損失が計上されている
ため、記載しておりません。

5. 平成20年度の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。
6. 平成20年度の自己資本利益率については、当期純損失が計上されているため記載しておりません。
7. 従業員数は就業人員数です。
8. 当社は平成21年5月11日開催の取締役会決議に基づき、平成21年6月25日付で株式1株につき200株の分割を行っております。
9.  平成23年度より、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号 平成22年6月30日）、「1株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号 平成22年6月30日公表分）及び「1株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第9
号 平成22年6月30日）を適用しております。

   平成23年度において行った株式分割は、平成22年度の期首に行われたと仮定して1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額及び潜在株式
調整後1株当たり当期純利益金額を算定しております。

10. 当社は平成23年8月12日開催の取締役会決議に基づき、平成23年10月1日付で株式1株につき4株の分割を行っております。
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連結財務諸表2
　業績データⅢ

連結貸借対照表
（単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成24年3月31日現在）
平成24年度

（平成25年3月31日現在） 比較増減
金額 構成比（%） 金額 構成比（%）

（資産の部）
現金及び預貯金 5,098 33.2 4,986 29.6 △112
有価証券 7,444 48.5 9,272 55.0 1,828
有形固定資産 93 0.6 86 0.5 △7
建物 31 27 △4
リース資産 5 3 △2
その他の有形固定資産 56 55 △1

無形固定資産 387 2.5 373 2.2 △14
ソフトウエア 178 159 △19
ソフトウエア仮勘定 208 213 5
リース資産 0 0 0

その他資産 1,981 12.9 1,940 11.5 △41
未収金 839 935 96
未収保険料 83 112 29
保険業法第113条繰延資産 808 646 △162
開業費 76 ― △76
その他の資産 172 245 73

繰延税金資産 353 2.3 219 1.3 △134
貸倒引当金 △5 △0.0 △7 △0.0 △2
資産の部合計 15,355 100.0 16,872 100.0 1,517
（負債の部）
保険契約準備金 7,152 46.6 7,702 45.6 550
支払備金 1,001 1,142 141
責任準備金 6,151 6,560 409

その他負債 1,073 7.0 1,292 7.7 219
未払金 341 398 57
仮受金 541 652 111
その他の負債 191 242 51

賞与引当金 55 0.4 69 0.4 14
特別法上の準備金 0 0.0 2 0.0 2
価格変動準備金 0 2 2

負債の部合計 8,283 53.9 9,067 53.7 784
（純資産の部）
株主資本
資本金 4,194 27.3 4,238 25.1 44
資本剰余金 4,084 26.6 4,128 24.5 44
利益剰余金 △1,211 △7.9 △571 △3.4 640
自己株式 △0 △0.0 △0 △0.0 △0
株主資本合計 7,067 46.0 7,795 46.2 728

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金 3 0.0 9 0.1 6
その他の包括利益累計額合計 3 0.0 9 0.1 6

純資産の部合計 7,071 46.1 7,805 46.3 734
負債及び純資産の部合計 15,355 100.0 16,872 100.0 1,517

〈平成24年度連結貸借対照表の注記〉
有形固定資産の減価償却累計額は195百万円であります。
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　業績データⅢ

連結財務諸表

連結損益計算書及び連結包括利益計算書
①連結損益計算書

（単位：百万円）

科　目

平成23年度
（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで） 比較増減

金額 百分比（%） 金額 百分比（%）
経常収益 13,845 100.0 16,186 100.0 2,341
保険引受収益 13,592 98.2 15,781 97.5 2,189
　正味収入保険料 13,592 15,781 2,189
資産運用収益 108 0.8 260 1.6 152
　利息及び配当金収入 92 113 21
　有価証券売却益 16 147 131
その他経常収益 144 1.0 143 0.9 △1
　その他の経常収益 144 143 △1

経常費用 13,508 97.6 15,348 94.8 1,840
保険引受費用 9,797 70.8 11,450 70.7 1,653
　正味支払保険金 7,304 9,465 2,161
　損害調査費 480 581 101
　諸手数料及び集金費 780 853 73
　支払備金繰入額 348 140 △208
　責任準備金繰入額 883 409 △474
資産運用費用 31 0.2 0 0.0 △31
　有価証券売却損 0 0 0
　有価証券評価損 30 ― △30
　有価証券償還損 0 ― △0
営業費及び一般管理費 3,392 24.5 3,632 22.4 240
その他経常費用 287 2.1 264 1.6 △23
　支払利息 0 0 0
　貸倒引当金繰入額 5 2 △3
　開業費償却 102 76 △26
　保険業法第113条繰延資産償却費 161 161 0
　その他の経常費用 18 23 5

経常利益 337 2.4 837 5.2 500
特別利益 1 0.0 ― ― △1
特別法上の準備金戻入額 1 ― △1
　価格変動準備金戻入額 1 ― △1

特別損失 7 0.1 2 0.0 △5
固定資産処分損 1 0 △1
特別法上の準備金繰入額 ― 1 1
　価格変動準備金繰入額 ― 1 1
東日本大震災義捐金 5 ― △5
その他特別損失 0 ― △0

税金等調整前当期純利益 331 2.4 835 5.2 504
法人税及び住民税等 23 0.2 64 0.4 41
法人税等調整額 △157 △1.1 130 0.8 287
法人税等合計 △133 △1.0 194 1.2 327
少数株主損益調整前当期純利益 465 3.4 640 4.0 175
当期純利益 465 3.4 640 4.0 175

〈平成24年度連結損益計算書の注記〉
事業費の主な内訳は次のとおりであります。

給与 1,886百万円
外注委託費 530百万円
代理店手数料等 853百万円

なお、事業費は連結損益計算書における損害調査費、営業費及び一般管理費並びに諸手数料及び集金費の合計であります。

38 Anicom Holdings, Inc. 2013



業
績
デ
ー
タ

　
②連結包括利益計算書

（単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで） 比較増減

少数株主損益調整前当期純利益 465 640 175
その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △14 5 19
その他の包括利益合計 △14 5 19

包括利益 450 646 196
（内訳）
親会社株主に係る包括利益 450 646 196
少数株主に係る包括利益 ― ― ―

〈平成24年度連結包括利益計算書の注記〉
　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金
　当期発生額 54百万円
　組替調整額 △45百万円
　　税効果調整前 8百万円
　　税効果額 2百万円
　　その他有価証券評価差額金 5百万円
　　　その他の包括利益合計 5百万円

連結株主資本等変動計算書
 （単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

株主資本
　資本金
　　当期首残高 4,178 4,194
　　当期変動額
　　　新株の発行 16 43
　　　当期変動額合計 16 43
　　当期末残高 4,194 4,238
　資本剰余金
　　当期首残高 4,068 4,084
　　当期変動額
　　　新株の発行 16 43
　　　当期変動額合計 16 43
　　当期末残高 4,084 4,128
　利益剰余金
　　当期首残高 △1,677 △1,211
　　当期変動額
　　　当期純利益 465 640
　　　当期変動額合計 465 640
　　当期末残高 △1,211 △571
　自己株式
　　当期首残高 △0 △0
　　当期変動額
　　　自己株式の取得 △0 ―
　　　当期変動額合計 △0 ―
　　当期末残高 △0 △0
　株主資本合計
　　当期首残高 6,569 7,067
　　当期変動額
　　　新株の発行 32 87
　　　当期純利益 465 640
　　　自己株式の取得 △0 ―
　　　当期変動額合計 497 728
　　当期末残高 7,067 7,795
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 （単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

その他の包括利益累計額

　その他有価証券評価差額金

　　当期首残高 18 3

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 5

　　　当期変動額合計 △14 5

　　当期末残高 3 9

　その他の包括利益累計額合計

　　当期首残高 18 3

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 5

　　　当期変動額合計 △14 5

　　当期末残高 3 9

純資産合計

　　当期首残高 6,588 7,071

　　当期変動額

　　　新株の発行 32 87

　　　当期純利益 465 640

　　　自己株式の取得 △0 ―

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △14 5

　　当期変動額合計 482 734

　当期末残高 7,071 7,805

〈平成24年度連結株主資本等変動計算書の注記〉
　1. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：株）

平成24年度期首株式数 平成24年度増加株式数 平成24年度減少株式数 平成24年度末株式数

発行済株式
普通株式（注） 16,645,600 523,200 ― 17,168,800

合計 16,645,600 523,200 ― 17,168,800
自己株式
普通株式 610 ― ― 610
合計 610 ― ― 610

　（注）普通株式の発行済株式数の増加523,200株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加であります。
　2. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

平成24年度
期首

平成24年度
増加

平成24年度
減少 平成24年度末

提出会社
（親会社）

ストック・オプションとしての
新株予約権 ― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ― ―
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連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで） 比較増減

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 331 835 504
減価償却費 82 92 10
支払備金の増減額（△は減少） 348 140 △208
責任準備金の増減額（△は減少） 883 409 △474
貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 2 △3
賞与引当金の増減額（△は減少） 9 13 4
価格変動準備金の増減額（△は減少） △1 1 2
利息及び配当金収入 △91 △113 △22
有価証券関係損益（△は益） 14 △146 △160
支払利息 0 0 0
有形固定資産関係損益（△は益） 1 0 △1
その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加） △1 43 44
その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少） 240 189 △51
小計 1,822 1,468 △354
利息及び配当金の受取額 78 74 △4
利息の支払額 △0 △0 △0
法人税等の支払額 △21 △35 △14

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,879 1,507 △372
投資活動によるキャッシュ・フロー
預貯金の純増減額（△は増加） △552 △148 404
有価証券の取得による支出 △4,061 △12,727 △8,666
有価証券の売却・償還による収入 3,660 11,098 7,438
資産運用活動計 △952 △1,777 △825
営業活動及び資産運用活動計 927 △270 △1,197
有形固定資産の取得による支出 △24 △25 △1
その他 △66 △49 17

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,044 △1,852 △808
財務活動によるキャッシュ・フロー
株式の発行による収入 32 87 55
自己株式の取得による支出 △0 ― 0
リース債務の返済による支出 △3 △2 1

財務活動によるキャッシュ・フロー 28 85 57
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 864 △260 △1,124
現金及び現金同等物の期首残高 679 1,543 864
現金及び現金同等物の期末残高 1,543 1,283 △260

〈平成24年度連結キャッシュ・フロー計算書の注記〉
　1. 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
 （平成25年3月31日現在）

現金及び預貯金  4,986百万円
定期預金   △3,703百万円
現金及び現金同等物   1,283百万円

　2. 投資活動によるキャッシュ・フローには、保険事業に係る資産運用業務から生じるキャッシュ・フローを含んでおります。
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連結財務諸表

＜連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項＞

1. 連結の範囲に関する事項
（1） 連結子会社の数　　3社

主要な連結子会社の名称
　アニコム損害保険㈱
　アニコム パフェ㈱
　アニコム フロンティア㈱

（2） 主要な非連結子会社の名称等
anicom（動物健康促進クラブ）
（連結の範囲から除いた理由）
非連結子会社については、総資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等の観
点からみて、いずれも企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連
結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項
非連結子会社anicom（動物健康促進クラブ）については、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性が乏しいため、持分法を適用しておりません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項
（1） 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
①その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法によっております。
② その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法によって
おります。
（追加情報）
当連結会計年度に満期保有目的の債券の一部を売却したことにより、残りのすべての満期保有目的の債券を、その他保有
目的の債券に振り替えを行っております。

（2） 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は定率法によっております。
②無形固定資産（リース資産を除く）
当社及び連結子会社は定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。
③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

（3） 重要な繰延資産の処理方法
開業費
5年間で均等額を償却する方法によっております。
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（4） 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金
当社及び連結子会社は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき過去の
一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引当てております。
また、全ての債権については、資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した内
部監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
②賞与引当金
当社及び連結子会社は従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度の負担額を計上し
ております。
③価格変動準備金
損害保険子会社は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

（5） のれんの償却方法及び償却期間
のれん及び負ののれんは発生しておりません。

（6） 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
手許現金、要求払預金からなっております。

（7） 消費税等の会計処理
当社及び連結子会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害保険子会社の営業費及び一般管理
費等の費用は税込方式によっております。
なお、資産に係る控除対象外消費税等はその他の資産（仮払金）に計上し、5年間で均等償却を行っております。

（8） その他連結財務諸表作成のための重要な事項
①保険業法第113条繰延資産の処理方法
保険業法第113条の規定に従い、保険会社の免許取得後発生した事業費のうち損害保険事業の開始に要した費用にあたる
金額を保険業法第113条繰延資産として計上しております。
保険業法第113条繰延資産の償却額の計算は、同法の規定に基づきその計上の翌連結会計年度から保険会社の免許取得後
10年までの間に均等額を償却することとしております。
各連結会計年度残高（償却残年数）
平成20年3月期分（4年） 202百万円
平成21年3月期分（4年） 444百万円

②連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

＜会計方針の変更＞

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）
当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年4月1日以後に取得した有形固定資産につ
いては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
これによる当連結会計年度の経常収益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。
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＜セグメント情報等＞

【セグメント情報】
1. 報告セグメントの概要
当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 
当社グループは、保険業法第3条に基づき損害保険業の免許を取得したアニコム損害保険株式会社が行う損害保険事業（ペッ
ト保険）を中核事業としております。
従って、損害保険事業を報告セグメントとしております。
「損害保険事業」は、ペット保険の保険引受業務及び資産運用業務を行っております。

2. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法
報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と
概ね同一であります。報告セグメントの利益は経常利益をベースとした数値であります。

3. 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
平成23年度（自 平成23年4月1日　至 平成24年3月31日） （単位：百万円）

報告セグメント その他
（注）1

連結財務諸表計上額
（注）2損害保険事業

外部顧客への経常収益 13,702 143 13,845
セグメント間の内部経常収益又は振替高 ― ― ―

計 13,702 143 13,845
セグメント利益 313 23 337
セグメント資産 15,212 143 15,355
セグメント負債 8,200 83 8,283
その他の項目 　 　
　減価償却費 80 1 82
　資産運用収益 103 4 108
　支払利息 0 0 0
　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 90 5 95

（注） 1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、動物病院支援事業、保険代理店事業等を含んでおります。
 2. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と一致しております。

平成24年度（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日） （単位：百万円）

報告セグメント その他
（注）1

連結財務諸表計上額
（注）2損害保険事業

外部顧客への経常収益 16,044 142 16,186
セグメント間の内部経常収益又は振替高 ― ― ―

計 16,044 142 16,186
セグメント利益 820 16 837
セグメント資産 16,707 164 16,872
セグメント負債 8,967 99 9,067
その他の項目
　減価償却費 90 2 92
　資産運用収益 258 2 260
　支払利息 0 ― 0
　有形固定資産及び無形固定資産の増加額 71 0 71

（注） 1. 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、動物病院支援事業、保険代理店事業等を含んでおります。
 2. セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と一致しております。
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【関連情報】
1. 製品及びサービスごとの情報
単一の製品・サービスの区分の外部顧客への経常収益が連結損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を省略してお
ります。

2. 地域ごとの情報
（1） 売上高

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

（2） 有形固定資産
本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

3. 主要な顧客ごとの情報
該当事項はありません。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】
該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
該当事項はありません。
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＜リース取引関係＞

平成23年度
（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引
1. リース資産の内容
（1）有形固定資産

主としてサーバー及びその周辺機器であります。
（2）無形固定資産

ソフトウエアであります。

2. リース資産の減価償却方法
 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「4.（2）重要な減
価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

ファイナンス・リース取引
　所有権移転外ファイナンス・リース取引
1. リース資産の内容
（1）有形固定資産

同左
（2）無形固定資産

同左

2. リース資産の減価償却方法
 同左

＜関連当事者情報＞

　記載すべき重要なものはありません。

2
　業績データⅢ

連結財務諸表
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＜税効果会計関係＞

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円）

平成23年度
（平成24年3月31日）

平成24年度
（平成25年3月31日）

繰延税金資産
　繰越欠損金 415 169
　責任準備金 261 168
　支払備金 46 47
　anicom（動物健康促進クラブ）税務調整額 13 10
　未払事業税 15 17
　賞与引当金 18 23
　減価償却費超過額 8 8
　その他 7 10
繰延税金資産小計 786 455
　評価性引当金 △136 △23
繰延税金資産合計 650 432
繰延税金負債との相殺 △296 △212
繰延税金資産の純額 353 219
繰延税金負債
　保険業法第113条繰延資産 △269 △207
　開業費 △25 ―
　その他有価証券評価差額金 △1 △4
　その他 △0 ―
繰延税金負債合計 △296 △212
繰延税金資産との相殺 296 212
繰延税金負債の純額 ― ―

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 （単位：%）

平成23年度
（平成24年3月31日）

平成24年度
（平成25年3月31日）

法定実効税率 40.7 38.0
（調整）
　交際費等永久に損金に算入されない項目 3.2 1.3
　住民税均等割 3.3 1.3
　繰越欠損金の減少による評価性引当金戻入 △93.5 △12.7
　連結子会社との税率差異 △2.0 △3.8
　税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 8.2 ―
　その他 △0.2 △0.8
　税効果会計適用後の法人税等の負担率 △40.3 23.3

＜リスク管理債権＞

（1）破綻先債権
該当事項はありません。

（2）延滞債権
該当事項はありません。

（3）3ヵ月以上延滞債権
該当事項はありません。
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（4）貸付条件緩和債権
該当事項はありません。

（5）リスク管理債権の合計額
該当事項はありません。

＜金融商品関係＞

1. 金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針
　当社及び連結子会社は、主として損害保険業を行っており、資産の運用においては、運用資金の性格を考慮し、「安全性」「収
益性」「流動性」「公共性」を総合的に判断し、社会・公共の福祉に資するような資産運用を目指しております。
　運用手段は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信等とし、年度資産運用ガイドラインに規定する対応資産枠ごとに、
同ガイドラインに準拠した資産運用を行っております。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　当社及び連結子会社の保有する金融商品は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信等であり、下記のリスクに晒
されております。
①市場関連リスク
金利、為替、株式などの市場の変動に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。
②信用リスク
個別与信先の信用力の変化に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。

（3） 金融商品に係るリスク管理体制
　アニコム損害保険株式会社におけるリスク管理体制については、資産運用部門（財務部）、事務管理部門（経理部）、リス
ク管理部門（リスク管理部）を設置し、資産運用リスク管理規程に基づき、相互牽制機能が働く体制としております。
①市場関連リスクの管理
有価証券のうち株式・債券等については時価とリスク量を把握し、保有状況を継続的に見直しております。
②信用リスクの管理
有価証券の発行体の信用リスクについては、銘柄ごとの格付情報、時価等の把握を行うことで管理をしております。また、
政策投資目的で保有している有価証券については、取引先の市場環境や業績状況等を定期的にモニタリングしております。
　リスク管理も含めた資産運用状況については、取締役会において月次で報告され、モニタリング結果の確認及びリスク管
理態勢の整備を行っております。

（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なること
もあります。

2
　業績データⅢ

連結財務諸表
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成25年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれておりません（（注）2. 参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金及び預貯金 4,986 4,986 △0

（2）有価証券

　　その他有価証券 9,250 9,250 ―

（3）未収金（貸倒引当金控除後） 928 928 ―

資産計 15,166 15,166 △0

（注） 1. 金融商品の時価の算定方法
資産
（1） 現金及び預貯金

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。
満期のある預金については、個別の預金ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金金利で割り引いた現在価値を算定しております。

（2） 有価証券
株式については取引所の価格によっており、債券については日本証券業協会の公表する公社債店頭売買参考統計値表に表示される価格または
取引金融機関から提示された価格等によっております。

（3） 未収金
未収金については、短期間で決済されるため時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりであり、「（2）有価証券」には含めておりません。
・非上場株式（連結貸借対照表計上額21百万円）
　上記金融商品は、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができないことから時価開示の対象とはしておりません。

3. 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

1年以内
（百万円）

1年超5年以内
（百万円）

5年超10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

預貯金 4,986 ― ― ―

有価証券

　その他有価証券のうち満期があるもの

　　社債 300 200 ― ―

未収金（貸倒引当金控除後） 928 ― ― ―

合計 6,215 200 ― ―
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＜有価証券関係＞

1. 売買目的有価証券
該当事項はありません。

2. 満期保有目的の債券 （単位：百万円）

区　分

平成23年度（平成24年3月31日） 平成24年度（平成25年3月31日）

連結貸借対照
表計上額 時価 差額 連結貸借対照

表計上額 時価 差額

時価が連結貸借対照表計上
額を超えるもの

公社債 3,098 3,141 43 ― ― ―

小計 3,098 3,141 43 ― ― ―

3. その他有価証券 （単位：百万円）

区　分

平成23年度（平成24年3月31日） 平成24年度（平成25年3月31日）

連結貸借対照
表計上額 取得原価 差額 連結貸借対照

表計上額 取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

公社債 501 500 1 502 500 2

株式 ― ― ― 10 10 0

その他　 2,169 2,165 4 56 45 11

小計 2,671 2,665 6 570 555 15

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式　 3 3 △0 5 6 △0

その他　 1,649 1,649 ― 8,674 8,674 ―

小計 1,652 1,653 △0 8,680 8,680 △0

合計 4,324 4,318 5 9,250 9,236 14

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券は、上表に含めておりません。

4. 売却した満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　類

平成23年度
（自 平成23年4月  1日
至 平成24年3月31日）

平成24年度
（自 平成24年4月  1日
至 平成25年3月31日）

売却原価 売却額 売却損益 売却原価 売却額 売却損益

公社債 ― ― ― 3,267 3,369 101

合計 ― ― ― 3,267 3,369 101

売却の理由
当連結会計年度においては、現状と今後の経済状況を鑑み、残存期間が長期にわたる債券について、リスク管理の観点から
売却いたしました。

5. 売却したその他有価証券 （単位：百万円）

種　類

平成23年度
（自 平成23年4月  1日
至 平成24年3月31日）

平成24年度
（自 平成24年4月  1日
至 平成25年3月31日）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

公社債 813 15 ― 931 9 ―

株式 23 0 0 62 3 0

その他　 1,723 0 ― 5,230 32 ―

合計 2,560 16 0 6,224 45 0
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6. 保有目的を変更した有価証券
当連結会計年度において、従来満期保有目的で保有していた公社債（連結貸借対照表計上額502百万円）をその他有価証券
に変更しております。これは満期保有目的の債券の一部を売却したことにより、残りのすべての満期保有目的の債券を、そ
の他保有目的債券に振り替えたためであります。
この結果、その他有価証券評価差額金が1百万円増加しております。

7. 減損処理を行った有価証券

平成23年度
（自 平成23年4月  1日
至 平成24年3月31日）

平成24年度
（自 平成24年4月  1日
至 平成25年3月31日）

当連結会計年度において、その他有価証券について30百万円（時価を把
握することが極めて困難と認められるもの）減損処理を行っております。

該当事項はありません。

＜金銭の信託＞

　該当事項はありません。

＜デリバティブ取引＞

　該当事項はありません。

＜退職給付関係＞

　該当事項はありません。
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　業績データⅢ

連結財務諸表

＜ストック・オプション等関係＞

1. ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
（1）ストック・オプションの内容
　当社は次のとおりストック・オプション制度を採用しております。
　なお、第1回ストック・オプションは、権利行使期間が終了しております。

アニコム
ホールディングス株式会社

第1回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第2回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第3回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第4回
ストック・オプション

付与対象者の区分及び
人数

 当社取締役 1名
 当社従業員 24名
 外部協力者 1名

 当社取締役 1名
 外部協力者 3社

 当社取締役 1名
 当社監査役 3名
 当社子会社取締役 3名
 当社従業員 18名
 当社子会社従業員 97名
 当社顧問 2名
 当社子会社顧問 1名

外部協力者 1社・1名

 当社取締役 4名
 当社監査役 2名
 当社子会社取締役 6名
 当社子会社監査役 3名
 当社従業員 3名
 当社子会社従業員 187名
 当社顧問 1名
 当社子会社顧問 1名

株式の種類別の
ストック・オプションの
付与数（注）

普通株式　293,600株 普通株式 2,400,000株 普通株式 800,000株 普通株式 525,600株

付与日 平成15年3月18日 平成17年11月10日 平成18年3月28日 平成20年8月31日

権利確定条件 定め無し 定め無し 定め無し 定め無し

対象勤務期間 定め無し 定め無し 定め無し 定め無し

権利行使期間
平成17年4月  1日から
平成25年3月10日まで

平成19年4月30日から
平成27年3月31日まで

平成19年4月30日から
平成27年3月31日まで

平成22年9月  1日から
平成30年8月30日まで

（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換
算して記載しております。
①ストック・オプションの数

アニコム
ホールディングス株式会社

第1回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第2回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第3回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第4回
ストック・オプション

権利確定前（株）

前連結会計年度末 ― ― ― ―

付与 ― ― ― ―

失効 ― ― ― ―

権利確定 ― ― ― ―

未確定残 ― ― ― ―

権利確定後（株） 　 　 　 　

前連結会計年度末 168,000 1,500,000 469,600 435,200

権利確定 ― ― ― ―

権利行使 168,000 309,600 45,600 ―

失効 ― ― ― 15,200

未行使残 ― 1,190,400 424,000 420,000

（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、株式数に換算して記載しております。
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　②単価情報 （単位：円）

アニコム
ホールディングス株式会社

第1回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第2回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第3回
ストック・オプション

アニコム
ホールディングス株式会社

第4回
ストック・オプション

権利行使価格 125 188 188 1,000

行使時平均株価 544 537 553 ―

付与日における公正な
評価単価

― ― ― ―

（注）付与後に実施された株式分割を考慮した上で、権利行使価格を調整しております。

2. ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用しております。

3.  当連結会計年度末における本源的価値の合計額及び当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行
使日における本源的価値の合計額

（1）当連結会計年度末における本源的価値の合計額 18百万円
（2）当連結会計年度において権利行使されたストック・オプションの権利行使日における本源的価値の合計額 －百万円

＜企業結合等関係＞

　該当事項はありません。

＜会計監査＞

　当社は、会社法第444条第4項の規定に基づき、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について、新日本有限責任監査法人の監査を受けており、監査報告書を受領しております。

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結
株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について、新日本有限責任監査法人の監査を受け
ており、監査報告書を受領しております。
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区　分
平成20年度

（平成20年4月  1日から
平成21年3月31日まで）

平成21年度
（平成21年4月  1日から
平成22年3月31日まで）

平成22年度
（平成22年4月  1日から
平成23年3月31日まで）

平成23年度
（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

営業収益 （百万円） 352 534 568 571 536

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △0 104 150 171 150

当期純利益 （百万円） 7 113 186 188 100

資本金 （百万円） 3,346 4,157 4,178 4,194 4,238

発行済株式総数 （株） 15,843 4,054,200 4,113,200 16,645,600 17,168,800

純資産額 （百万円） 5,872 7,607 7,836 8,058 8,246

総資産額 （百万円） 5,912 7,641 7,868 8,099 8,318

1株当たり純資産額 （円） 370,697.18 1,876.53 476.29 484.11 480.34

1株当たり当期純利益金額 （円） 751.83 35.04 11.41 11.41 5.99

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益金額 （円） ― 30.41 10.24 10.41 5.53

自己資本比率 （％） 99.3 99.6 99.6 99.5 99.1

自己資本利益率 （％） 0.1 1.7 2.4 2.4 1.2

株価収益率 （倍） ― 80.8 65.1 44.6 174.1

従業員数 （人） 6 9 11 11 10

（注） 1. 営業収益には、消費税等は含まれておりません。
2.  平成20年度の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、1株当たり当期純損失が計上されている
ため、記載しておりません。

3. 平成20年度の株価収益率は当社株式が非上場であるため記載しておりません。
4. 従業員数は就業人員数です。
5. 当社は平成21年5月11日開催の取締役会決議に基づき、平成21年6月25日付で株式1株につき200株の分割を行っております。
6.  平成23年度より、「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号 平成22年6月30日）、「1株当たり当期純利益に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号 平成22年6月30日公表分）及び「1株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第9
号 平成22年6月30日）を適用しております。

  平成23年度において行った株式分割は、平成22年度の期首に行われたと仮定して1株当たり純資産額、1株当たり当期純利益金額及び潜在株式
調整後1株当たり当期純利益金額を算定しております。

7. 当社は平成23年8月12日開催の取締役会決議に基づき、平成23年10月1日付で株式1株につき4株の分割を行っております。

主要な経営指標等の推移（単体）
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単体財務諸表4
　業績データⅢ

貸借対照表
（単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成24年3月31日現在）
平成24年度

（平成25年3月31日現在） 比較増減
金額 構成比（%） 金額 構成比（%）

（資産の部）
流動資産
　現金及び預金 975 910 △65
　売掛金 57 52 △5
　有価証券 318 669 351
　前払費用 4 7 3
　繰延税金資産 21 8 △13
　その他 93 34 △59
　流動資産合計 1,471 18.2 1,683 20.2 212
固定資産
　有形固定資産
　　建物（純額） 21 19 △2
　　工具、器具及び備品（純額） 22 28 6
　　有形固定資産合計 44 0.6 47 0.6 3
　無形固定資産
　　ソフトウエア 9 13 4
　　無形固定資産合計 9 0.1 13 0.2 4
　投資その他の資産
　　関係会社株式 6,534 6,534 0
　　敷金 40 40 0
　　投資その他の資産合計 6,574 81.2 6,574 79.0 0
　固定資産合計 6,628 81.8 6,635 79.8 7
資産合計 8,099 100.0 8,318 100.0 219

（負債の部）
流動負債
　未払金 30 19 △11
　未払法人税等 3 45 42
　預り金 5 4 △1
　賞与引当金 1 1 0
　流動負債合計 41 0.5 71 0.9 30
負債合計 41 0.5 71 0.9 30

（純資産の部）
株主資本
　資本金 4,194 51.8 4,238 50.9 44
　資本剰余金
　　資本準備金 4,084 4,128 44
　　資本剰余金合計 4,084 50.4 4,128 49.6 44
　利益剰余金
　　その他利益剰余金
　　　繰越利益剰余金 △221 △2.7 △120 △1.4 101
　　利益剰余金合計 △221 △2.7 △120 △1.4 101
　自己株式 △0 0.0 △0 △0.0 △0
　株主資本合計 8,058 99.5 8,246 99.1 188
評価・換算差額等
　その他有価証券評価差額金 ― ― ― ― ―
　評価・換算差額等合計 ― ― ― ― ―
純資産合計 8,058 99.5 8,246 99.1 188
負債純資産合計 8,099 100.0 8,318 100.0 219

（平成24年度貸借対照表の注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額は97百万円であります。
2. 関係会社に対する資産及び負債には次のものがあります。

　　流動資産
　　　売掛金 52百万円
　　　その他 33百万円
　　流動負債
　　　未払金 0百万円
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損益計算書
（単位：百万円）

科　目

平成23年度
（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで） 比較増減

金額 百分比（%） 金額 百分比（%）

営業収益

　経営管理料 571 536 △35

　営業収益合計 571 100.0 536 100.0 △35

営業費用

　販売費及び一般管理費 406 389 △17

　営業費用合計 406 71.1 389 72.6 △17

営業利益 165 28.9 147 27.4 △18

営業外収益

　受取利息 3 2 △1

　有価証券利息 0 0 0

　その他 1 1 0

　営業外収益合計 6 1.1 3 0.6 △3

営業外費用

　支払利息 0 ― △0

　営業外費用合計 0 0.0 ― ― △0

経常利益 171 29.9 150 28.0 △21

特別損失

　固定資産除却損 0 0 0

　特別損失合計 0 0.0 0 0.0 0

税引前当期純利益 170 29.9 150 28.0 △20

法人税、住民税及び事業税 △55 36 91

法人税等調整額 37 13 △24

法人税等合計 △17 △3.1 50 9.3 67

当期純利益 188 33.0 100 18.7 △88

（平成24年度損益計算書の注記）
1. 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

関係会社からの経営管理料 536百万円
2. 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。なお、全額が一般管理費に属するものであります。

給与 161百万円
外注委託費 135百万円
減価償却費 14百万円

3. 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。
工具、器具及び備品 0百万円
　計 0百万円

単体財務諸表
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株主資本等変動計算書
 （単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

株主資本

　資本金

　　当期首残高 4,178 4,194

　　当期変動額

　　　新株の発行 16 43

　　　当期変動額合計 16 43

　　当期末残高 4,194 4,238

　資本剰余金

　　資本準備金

　　　当期首残高 4,068 4,084

　　　当期変動額

　　　　新株の発行 16 43

　　　　当期変動額合計 16 43

　　　当期末残高 4,084 4,128

　　資本剰余金合計

　　　当期首残高 4,068 4,084

　　　当期変動額

　　　　新株の発行 16 43

　　　　当期変動額合計 16 43

　　　当期末残高 4,084 4,128

　利益剰余金

　　その他利益剰余金

　　　繰越利益剰余金

　　　　当期首残高 △409 △221

　　　　当期変動額

　　　　　当期純利益 188 100

　　　　　当期変動額合計 188 100

　　　　当期末残高 △221 △120

　　利益剰余金合計

　　　当期首残高 △409 △221

　　　当期変動額

　　　　当期純利益 188 100

　　　　当期変動額合計 188 100

　　　当期末残高 △221 △120

　自己株式

　　当期首残高 △0 △0

　　当期変動額

　　　自己株式の取得 △0 ―

　　　当期変動額合計 △0 ―

　　当期末残高 △0 △0

57



4
　業績データⅢ

単体財務諸表

 （単位：百万円）

科　目
平成23年度

（平成23年4月  1日から
平成24年3月31日まで）

平成24年度
（平成24年4月  1日から
平成25年3月31日まで）

　株主資本合計

　　当期首残高 7,837 8,058

　　当期変動額

　　　新株の発行 32 87

　　　当期純利益 188 100

　　　自己株式の取得 △0 ―

　　　当期変動額合計 220 188

　　当期末残高 8,058 8,246

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金

　　当期首残高 △0 ―

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 ―

　　　当期変動額合計 0 ―

　　当期末残高 ― ―

　評価・換算差額等合計

　　当期首残高 △0 ―

　　当期変動額

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 ―

　　　当期変動額合計 0 ―

　　当期末残高 ― ―

純資産合計

　当期首残高 7,836 8,058

　当期変動額

　　新株の発行 32 87

　　当期純利益 188 100

　　自己株式の取得 △0 ―

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 0 ―

　　当期変動額合計 221 188

　当期末残高 8,058 8,246

（平成24年度株主資本等変動計算書の注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項 （単位：株）

平成24年度期首
株式数

平成24年度増加
株式数

平成24年度減少
株式数

平成24年度末
株式数

普通株式 610 ― ― 610

合計 610 ― ― 610
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＜重要な会計方針＞

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）  関係会社株式の評価は、移動平均法に基づく原価法に

よっております。

（2）  その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、決算
日の市場価格等に基づく時価法によっております。

   なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、ま
た、売却原価の算定は移動平均法によっております。

（3）  その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困
難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原
価法によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）  有形固定資産（リース資産を除く）
   有形固定資産の減価償却は定率法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
  　建物 5～15年
  　工具、器具及び備品 4～15年

（2） 無形固定資産（リース資産を除く）
  定額法によっております。
   なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）に基づく定額法によってお
ります。

3. 引当金の計上基準
 賞与引当金
  従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給
見込額の当事業年度の負担額を計上しております。

4. 消費税等の会計処理
 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

5. 連結納税制度の適用
 連結納税制度を適用しております。

＜会計方針の変更＞

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針
の変更）
当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24
年4月1日以後に取得した有形固定資産については、改正後
の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。
これによる当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益に
与える影響は軽微であります。

＜注記事項＞

1. 有価証券関係
　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子
会社株式6,534百万円）は、市場価格がなく、時価を把
握することが極めて困難と認められることから、記載し
ておりません。

2. 税効果会計関係
（1）  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳
繰延税金資産 
　繰越欠損金 6百万円
　減価償却超過額 1百万円
　未払事業税 1百万円
　賞与引当金 0百万円
　その他 11百万円
繰延税金資産小計 21百万円
　評価性引当金 △13百万円
繰延税金資産合計 8百万円
繰延税金負債 
繰延税金負債合計 ―百万円
繰延税金資産との相殺 ―百万円
繰延税金資産の純額 8百万円

（2）  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳
法定実効税率 38.0％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％
住民税均等割 0.8％
繰越欠損金の減少による評価性引当金戻入 △6.8％
その他 1.0％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.2％

（注） 「anicom（動物健康促進クラブ）」を含めて法人税の申告を
行っているため、上記の金額及び率は「anicom（動物健康
促進クラブ）」の税務調整が含まれております。
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　業績データⅢ

単体財務諸表4
＜会計監査＞

　当社は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注
記表ならびに附属明細書について、新日本有限責任監査法
人の監査を受けており、監査報告書を受領しております。

　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づ
き、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び
附属明細表について、新日本有限責任監査法人の監査を受
けており、監査報告書を受領しております。
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保険金等の支払能力の充実の状況5
　業績データⅢ

アニコム ホールディングス株式会社の連結ソルベンシー・マージン比率 （単位：百万円）

項　目 平成23年度末 平成24年度末
（A）連結ソルベンシー・マージン総額 6,975 7,671

資本金又は基金等 6,182 7,148
価格変動準備金 0 2
危険準備金 ― ―
異常危険準備金 783 505
一般貸倒引当金 3 0
その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 5 13
土地の含み損益 ― ―
保険料積立金等余剰部分 ― ―
負債性資本調達手段等 ― ―
保険料積立金等余剰部分及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 ― ―
少額短期保険業者に係るマージン総額 ― ―
控除項目 ― ―
その他 ― ―

（B）連結リスクの合計額
｛（　（R1

2＋R2
2）＋R3＋R4）2＋（R5＋R6+R7）2｝+R8+R9

3,525 4,205

損害保険契約の一般保険リスク（R1） 3,415 4,075
生命保険契約の保険リスク（R2） ― ―
第三分野保険の保険リスク（R3） ― ―
少額短期保険業者の保険リスク（R4） ― ―
予定利率リスク（R5） ― ―
生命保険契約の最低保証リスク（R6） ― ―
資産運用リスク（R7） 150 158
経営管理リスク（R8） 106 127
損害保険契約の巨大災害リスク（R9） ― ―

（C）連結ソルベンシー・マージン比率（％）［（A）/｛（B）×1/2｝］×100 395.6％ 364.8％

（注） 「連結ソルベンシー・マージン比率」は、保険業法施行規則第86条の2（連結ソルベンシー・マージン）及び第88条（連結リスク）並びに平成23年
金融庁告示第23号の規定に基づいて算出しております。

【連結ソルベンシー・マージン比率】
・当社は、グループ子会社等において損害保険事業を営んでおります。
・損害保険会社グループは、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていま
すが、巨大災害の発生や、資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持し
ておく必要があります。この「通常の予測を超える危険」に対して「損害保険会社グループが保有している資本金・準備金等
の支払余力」の割合を示す指標として、保険業法等に基づき計算されたのが、「連結ソルベンシー・マージン比率」です。
　 　連結ソルベンシー・マージン比率の計算対象となる範囲は、連結財務諸表の取扱いと同一ですが、保険業法上の子会社（議
決権が50％超の子会社）については計算対象に含めています。
・「通常の予測を超える危険」
　 保険引受上の危険①、予定利率上の危険②、最低保証上の危険③、資産運用上の危険④、経営管理上の危険⑤、巨大災害に係
る危険⑥の総額をいいます。
① 保険引受上の危険（損害保険契約の一般保険リスク、生命保険契約の保険リスク、第三分野保険の保険リスク及び少額短期保
険業者の保険リスク）：保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
② 予定利率上の危険（予定利率リスク）：積立型保険や生命保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回り
を下回ることにより発生し得る危険
③ 最低保証上の危険（生命保険契約の最低保証リスク）：変額保険、変額年金保険の保険金等の最低保証に関する危険
④ 資産運用上の危険（資産運用リスク）：保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得
る危険等
⑤ 経営管理上の危険（経営管理リスク）：業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①から④及び⑥以外のもの
⑥ 巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：通常の予測を超える損害保険契約の巨大災害（関東大震災、伊勢湾台風相当や外国
で発生する巨大災害）により発生し得る危険
・「損害保険会社グループが保有している資本金・準備金等の支払余力」とは、損害保険会社グループの純資産（剰余金処分額
を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、国内の土地の含み益の一部等の総額であります。
・ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観的な指標
のひとつでありますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされております。
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　業績データⅢ

当社の子会社である保険会社の保険金等の支払能力の充実の状況6
アニコム損害保険株式会社の単体ソルベンシー・マージン比率 （単位：百万円）

項　目 平成23年度末 平成24年度末

（A）単体ソルベンシー・マージン総額 5,415 5,914

資本金又は基金等 4,621 5,392

価格変動準備金 0 2

危険準備金 ― ―
異常危険準備金 783 505

一般貸倒引当金 3 0

その他有価証券の評価差額（税効果控除前） 5 13

土地の含み損益 ― ―
払戻積立金超過額 ― ―
負債性資本調達手段等 ― ―
払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 ― ―
控除項目 ― ―
その他 ― ―

（B）単体リスクの合計額
｛（R1＋R2）2＋（R3＋R4）2｝＋R5＋R6

3,524 4,204

一般保険リスク（R1） 3,415 4,075

第三分野保険の保険リスク（R2） ― ―
予定利率リスク（R3） ― ―
資産運用リスク（R4） 136 140

経営管理リスク（R5） 106 126
巨大災害リスク（R6） ― ―

（C）単体ソルベンシー・マージン比率（％）［（A）/｛（B）×1/2｝］×100 307.2％ 281.3％

（注） 「単体ソルベンシー・マージン比率」は、保険業法施行規則第86条（単体ソルベンシー・マージン）及び第87条（単体リスク）並びに平成8年大蔵
省告示第50号の規定に基づいて算出しております。

【単体ソルベンシー・マージン比率】
 ・ 損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てておりますが、
巨大災害の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分
な支払能力を保持しておく必要があります。

 ・ この「通常の予測を超える危険」に対して「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」の割合を示す指標として、
保険業法等に基づき計算されたのが「単体ソルベンシー・マージン比率」であります。

　 単体ソルベンシー・マージン比率は、リスク計測の厳格化等を図るため、平成23年度末（平成24年3月31日）から算出にか
かる法令等が改正されております。

 ・ 「通常の予測を超える危険」
　 保険引受上の危険①、予定利率上の危険②、資産運用上の危険③、経営管理上の危険④、巨大災害に係る危険⑤の総額をい
います。
①保険引受上の危険（一般保険リスク）

（第三分野保険の保険リスク）
： 保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係
る危険を除く）

②予定利率上の危険（予定利率リスク）： 積立型保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ること
により発生し得る危険

③資産運用上の危険（資産運用リスク）： 保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得
る危険等

④経営管理上の危険（経営管理リスク）： 業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③及び⑤以外のもの
⑤巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）： 通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険
 ・ 「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」（ソルベンシー・マージン総額）とは、損害保険会社の純資産（社
外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額であります。

 ・ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観的な指
標のひとつでありますが、その数値が200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされております。
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